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研究要旨 

【目的】健康日本 21（第三次）では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小のため、「自然に健康になれ

る環境づくり」、「誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備」を目標に掲げ、地域・職域連

携により健康増進事業等の実効性を高めることが期待されている。本研究では、自治体等に対する

実態調査を踏まえ、地域・職域連携を効果的に推進できるよう、地域の健康課題の可視化、連携協議

会や連携事業の進め方、具体的な連携方策について提案することを目的とする。市区町村を中心と

した地域・職域連携の在り方を検討するため、モデル市区を選定し伴走支援を実施する。 

【研究方法】①都道府県・二次医療圏・保健所設置市の地域・職域連携協議会に関する全国調査：協

議会及び当該事業の昨年度実績と今年度の計画、研究班作成の手引書の活用状況、地域・職域連携

における課題、自治体内外での連携、健康課題の把握とデータ等を調査した。②地域・職域連携の推

進に必要なデータセットに関する研究；全国都道府県、二次医療圏単位の健康指標の可視化、経年

変化のグラフを作成した。③ワークショップ（WS）における情報提供と実態把握：全国の都道府県・

二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当者等を対象とした。産業構造、中小企業に対する健康支

援、地域連携をテーマに取り上げた。④市区町村を中心とした地域・職域連携の新たなモデルに関

する研究：6 市区町を選定、担当者の課題感を聞き取り、関係者との連携を支援した。 

【結果】①全国調査；399/514 自治体（回収率 77.6％）。協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨

年度同様 9 割程度で実施、保健所設置市での連携事業が拡充した。事業の優先度も高まる傾向があ

った。②データセット；特定健診項目の標準化該当比は全国の都道府県、二次医療圏単位で、令和 4

年度の単年度ならびに 5 年間の経年変化をグラフ化した。18 死因別標準化死亡比(SMR)の直近 10 年

間(2015～2024 年)の推移を図で可視化公表した。③ワークショップ：400 回線、613 名が参加し、

62％が大変良かったと回答した。アンケート、グループワークから課題、参考になった点等の意見

を収集した。④5 都府県 6 市区町（東京都港区、静岡県伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘

町、大阪市此花区）をモデルとして地域・職域連携推進のための伴走支援を行った。事前調査、担当

者面談によるニーズ把握、既存資料の読み込みと再分析、庁内・関係団体との連携支援、勉強会や事

業所調査実施支援を行い、具体的なアクションにつなげることができた。担当者の力量形成にもつ

ながり、新たに地域・職域連携協議会の立ち上げにつながった事例もあった。調査により取り組む

課題が明確になったこと、関係者・当事者と顔の見える関係になったことなどの成果があった。 

【考察・結論】今年度は従来の全国調査に加え、モデル市区町の伴走支援を行った。このなかで自治

体支援に必要な要素・プロセスが明らかにされつつある。次年度に継続的に支援と評価を行い、ガ

イドライン改訂への提案につなげていきたい。これまでの研究成果については、日本公衆衛生学会

や国の地域・職域連携推進関係者会議等にて発表した。 
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田中 克弥   浜松医科大学博士前期課程 

吹田   晋   国立保健医療科学院 

藤本 優子   九州看護福祉大学 

宮田瑠里子   鈴鹿医療科学大学 

安本 理抄   大阪公立大学 

薮本 初音        大阪公立大学      

 

  ＡＡ．．研研究究目目的的  

健康日本 21（第三次）では、健康寿命の延伸・

健康格差の縮小のため「社会環境の質の向上」

を重視し、「自然に健康になれる環境づくり」、

「誰もがアクセスできる健康増進のための基盤

の整備」を目標に掲げている。都道府県は地域・

職域連携推進協議会（以下、協議会）の運営を通

じて連携強化の中心的役割を担い、管内市区町

村における健康増進計画の推進ならびに地域・

職域連携の促進を図ることにより、対策の実効

性を高めることが求められている。令和 6 年度

からの本研究班では、地域・職域連携のより実

効性のある進め方に焦点をあてている。 

現行の「地域・職域連携推進ガイドライン」

（令和元年）では、都道府県や二次医療圏など

における地域・職域連携推進協議会の運営など、

行政主導の比較的広域な連携を中心にまとめら

れている。地域・職域連携の基盤となる体制作

りは重要であり、引き続きこの課題に取り組む

ことは重要であり、全国の担当者向けアンケー

ト調査やワークショップにより現状と課題を整

理し、具体的な対策を検討する。 

また、より住民や事業場に身近な市区町村に

おける地域・職域連携の推進により、実効性を

高めることができるのではないかという仮説の

もと、モデル市区を選定し研究班が伴走支援や

効果評価を行う。この中で、市区町村における

地域・職域連携の在り方、支援方法を検討して

いく。これらの結果から、全国展開に向けた方

法を提案することを目的とする。

図１．本研究事業の流れ図  

 

令和 7 年度は、モデル自治体と調整しつつ、

研究班の知見を踏まえた伴走支援を行った。市

区町での地域・職域連携に必要なデータ提示や

企業・保険者との連携方策について検討し、必

要とされる資材や情報を提供した。 

  

ＢＢ..  研研究究方方法法    

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

2025 年 10 月に、すべての都道府県、二次医療

圏、特別区・保健所設置市（以下、保健所設置市

とする）の地域・職域連携担当者にアンケート

調査を実施した。質問項目は、回答者の属性、協

議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、今年度

（R7）の計画、研究班作成の手引書の活用状況、

地域・職域連携における課題、自治体内外での

連携、健康課題の把握とデータ等についてであ

る。 

分析については、自治体種別ごとに記述統計

を行い、2024 年度と 2025 年度を比較した。計画

への位置づけと業務の優先度については自治体

種別ごとに χ２検定を実施し、有意水準 p＜0.05

を有意差ありとした。優先度の理由と課題と感

じていることについては、自由記載データから

類似する内容を抽出し、KJ 法により分類した。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

健康課題の可視化に役立つ“見える化”デー

タセット集、都道府県、二次医療圏、市区町村に

おける活用マニュアルを作成した。令和７年度

は第 10 回 NDB オープンデータ（令和 4 年度特定

健診）を用いて、全ての都道府県・二次医療圏別

に、特定健診の検査値と標準的な質問票に関す

る 47 項目について該当割合と標準化該当比を

算出した。さらに第 6～10 回 NDB オープンデー

タ（平成 30～令和 4 年度特定健診）を用いて、

5 年間の経年推移を分析し可視化した。人口動

態統計の公表データを用いて、全ての都道府県・

二次医療圏別に、18 死因別標準化死亡比(SMR)

の直近 10 年間(2015～2024 年)の推移を図で可

視化した。これらの資料は Web 上で公開した。 

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

  

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府県・

二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当者、

医療保険者、産業保健関係者等を対象に、ワー

クショップ（WS）を開催した。 

 

 

WS はオンラインで開催、2 部制とした。主なテ

ーマは「産業構造に着目した健康課題分析」、「二

次医療圏と市の連携」、「地域の中小企業に対す

る健康支援の取り組み」とし、働く場に近い具

体的な連携につながる情報提供を行った。今回

初めて産業保健総合支援センターからの事例発

表をいただいた。 

 第２部のグループワークでは、テーマに基づ

き話し合い、シートにまとめた。 
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（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

令和 6 年度に東京都、静岡県、愛知県、滋賀

県、大阪市の管内全市区町を対象とするアンケ

ート調査を行い、介入モデル市町区の選定と調

整を開始した。地域・職域連携推進モデルの参

加を「希望する」「検討してもよい」と回答した

市区町村のうち、人口規模や産業構造など、モ

デル実施による取組の成果を他の自治体に広く

適用しやすいと考えられる自治体を選定した。

また、自治体の担当者異動や方針などにより選

定に難航する状況があったが、都道府県、二次

医療圏の担当者とも調整を行い、推薦いただい

た事例もあった。最終的に、東京都港区、静岡県

伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘町、

大阪府此花区の 6 市区町村を選定し、令和７〜

8年度にかけての伴走支援を行うこととなった。 

1）東京都港区 

①保健所および地域・職域連携事業委託先（港

区医師会）との協議；現状確認と研究班から

の情報提供を適宜行い、今後の方向性につい

て協議を重ねた。 

②健康課題の分析；労働者調査の分析 

港区では令和 6 年度より地域・職域連携推進

を開始、区内 50 人未満の事業所の労働者

10,000 人を対象に健康調査を実施したが、そ

の結果の利活用を模索している状態であった。

そこで研究班が調査データの 2 次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討することで

合意した。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2）静岡県伊東市 

主力産業である宿泊業に着目し、市と協力し

て市内全宿泊施設で働く人を対象に匿名の健康

調査を実施した。市内の全宿泊施設 316 ケ所の

従業員 3,796 人を対象に、Web調査を実施した。 

調査項目は、基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保）、労働属性（勤続年数、

職位、1 週間の労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の

有無、勤務形態、担当業務、兼業の有無、前職の

仕事）、職場の属性(施設種類、施設規模、喫煙環

境、就業中の喫煙可否、健康や安全の相談窓口

の有無、所在地域）、健康指標（①蓄積疲労度チ

ェックリスト、②身体症状スケール:SSS-83、③

1 年以内の転倒歴)、生活習慣（森本の 8 つの生

活習慣項目: HPI)、健診/受療行動 (1 年以内の

健診受診の有無、がん健診受診の有無、健診の

未受診理由、通院状況）、健康経営指標（プレゼ

ンティズム、アブセンティズム）、職場や行政へ

の健康づくりへの取組に関する自由意見、であ

る。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3）愛知県犬山市 

4）愛知県蒲郡市 

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が協働

して、働く世代の健康課題や地域・職域連携に

関する事業の課題などの現状把握・分析に基づ

き、目指すべき方向性と方策（アクション）を見

出し、実践、評価の一連のサイクルに取り組む

こととした。令和 7 年度は既存資料・データの

収集・整理・分析、企業等に対する調査の計画・

実施・分析、会議や検討会の開催支援、関係機関

とのネットワーク構築と連携強化支援を行った。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5）滋賀県愛荘町 

6）大阪府此花区 

担当者および地域・職域連携推進に係る会議

体を構成している組織の担当者に対し、研究班

が積極的に関わり、これまでの職域への関わり

や健康課題、ニーズ、意向を確認しながら、地

域・職域連携に関わる知識や活動の方向性や具

体的方法等について、助言・活動の具現化を支

援した。データ収集は、活動のプロセスおよび

打合せ議事録、参与観察（フィールドノート）と

半構造的インタビューにより行った。収集内容

は、担当者の意識・認識の変化、協議会のレベ

ル・討議内容や開催頻度、職域関係機関との連

携やネットワーク、働く世代が利用できる保健

サービスの質・量・アプローチルートの変化や

プロセス、地域・職域連携における課題や困難

等、とした。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照）。 

 

研研究究班班のの検検討討経経過過  

班会議を 6 回開催、WS を 1 回開催した。WS に

向けての小班会議を複数回開催し、準備を進め

た。都筑、渡井、尾﨑はそれぞれ分担班にて協議

を行い、研究を進めた。 

 

第 1 回班会議：令和 7 年 5 月 1 日（木) 

・厚生労働省行政の確認 

・健康日本 21（第三次）等に関連する研究班と

の連携（辻班、横山班） 

・昨年度のふりかえりと研究評価、課題 

・今年度の研究計画 

① 全体計画と大まかなスケジュール  

② 市区町を中心とした地域・職域連携の在り

方に関する研究  

③ 都道府県、二次医療圏のアンケート調査  

④ ワークショップ  

⑤ 地域・職域連携の推進に必要なデータセッ

トに関する研究（横山）  

⑥ 地域・職域連携における ICT の活用  

・ 第 84 回日本公衆衛生学会（静岡）  

 

第 2 回班会議：令和 7 年 6 月 23 日（月) 

 ・モデル市区町との進捗 

・全国アンケート調査 

・日本公衆衛生学会シンポジウム、一般演題 

第 3 回班会議：令和 7 年 8 月 20 日（水)   

・モデル市区町の進捗と協議 

・全国アンケート：文面確定、倫理審査へ 

・日本公衆衛生学会発表の準備状況 

 

第 4 回班会議：令和 7 年 10 月 16 日（木) 

・ワークショップ内容（情報提供、グループワ

ーク）、事例発表の調整 

・ モデル市区町の進捗状況  

・全国アンケートの発信、送付（10/2、511 件：

都道府県 47 件、保健所設置市 110 件、二次医

療圏 354 件）、回収状況 

・公衆衛生学会のシンポジウムの打ち合わせ 

 

第 5 回班会議：令和 7 年 12 月 2 日（火) 

・日本公衆衛生学会のシンポジウム、ポスター

発表報告  

・ワークショップについて：事例紹介の自治体

との調整、 当日運営の確認 

 

第 6 回班会議：令和 8 年 2 月 24 日(火) 

・令和 7 年度中間報告と評価 

・令和 8 年度研究計画書（継続申請）について 

・介入モデル市町区との調整状況 

・分担研究についての意見交換 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者への研究協力の依頼時に、研究の主

旨および概要、研究参加の任意性、同意撤回の

保証、個人情報の保護などについて文書により

説明し同意を得た。「2024 年度地域・職域連携推

進事業に関する調査」については女子栄養大学

研究倫理審査委員会の承認（承認番号 610）、市

区町村調査は分担研究者施設における承認を得

て行った。 
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（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

令和 6 年度に東京都、静岡県、愛知県、滋賀

県、大阪市の管内全市区町を対象とするアンケ

ート調査を行い、介入モデル市町区の選定と調

整を開始した。地域・職域連携推進モデルの参

加を「希望する」「検討してもよい」と回答した

市区町村のうち、人口規模や産業構造など、モ

デル実施による取組の成果を他の自治体に広く

適用しやすいと考えられる自治体を選定した。

また、自治体の担当者異動や方針などにより選

定に難航する状況があったが、都道府県、二次

医療圏の担当者とも調整を行い、推薦いただい

た事例もあった。最終的に、東京都港区、静岡県

伊東市、愛知県犬山市・蒲郡市、滋賀県愛荘町、

大阪府此花区の 6 市区町村を選定し、令和７〜

8年度にかけての伴走支援を行うこととなった。 

1）東京都港区 

①保健所および地域・職域連携事業委託先（港

区医師会）との協議；現状確認と研究班から

の情報提供を適宜行い、今後の方向性につい

て協議を重ねた。 

②健康課題の分析；労働者調査の分析 

港区では令和 6 年度より地域・職域連携推進

を開始、区内 50 人未満の事業所の労働者

10,000 人を対象に健康調査を実施したが、そ

の結果の利活用を模索している状態であった。

そこで研究班が調査データの 2 次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討することで

合意した。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2）静岡県伊東市 

主力産業である宿泊業に着目し、市と協力し

て市内全宿泊施設で働く人を対象に匿名の健康

調査を実施した。市内の全宿泊施設 316 ケ所の

従業員 3,796 人を対象に、Web調査を実施した。 

調査項目は、基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保）、労働属性（勤続年数、

職位、1 週間の労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の

有無、勤務形態、担当業務、兼業の有無、前職の

仕事）、職場の属性(施設種類、施設規模、喫煙環

境、就業中の喫煙可否、健康や安全の相談窓口

の有無、所在地域）、健康指標（①蓄積疲労度チ

ェックリスト、②身体症状スケール:SSS-83、③

1 年以内の転倒歴)、生活習慣（森本の 8 つの生

活習慣項目: HPI)、健診/受療行動 (1 年以内の

健診受診の有無、がん健診受診の有無、健診の

未受診理由、通院状況）、健康経営指標（プレゼ

ンティズム、アブセンティズム）、職場や行政へ

の健康づくりへの取組に関する自由意見、であ

る。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3）愛知県犬山市 

4）愛知県蒲郡市 

各市、管轄保健所等の関係者と研究者が協働

して、働く世代の健康課題や地域・職域連携に

関する事業の課題などの現状把握・分析に基づ

き、目指すべき方向性と方策（アクション）を見

出し、実践、評価の一連のサイクルに取り組む

こととした。令和 7 年度は既存資料・データの

収集・整理・分析、企業等に対する調査の計画・

実施・分析、会議や検討会の開催支援、関係機関

とのネットワーク構築と連携強化支援を行った。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5）滋賀県愛荘町 

6）大阪府此花区 

担当者および地域・職域連携推進に係る会議

体を構成している組織の担当者に対し、研究班

が積極的に関わり、これまでの職域への関わり

や健康課題、ニーズ、意向を確認しながら、地

域・職域連携に関わる知識や活動の方向性や具

体的方法等について、助言・活動の具現化を支

援した。データ収集は、活動のプロセスおよび

打合せ議事録、参与観察（フィールドノート）と

半構造的インタビューにより行った。収集内容

は、担当者の意識・認識の変化、協議会のレベ

ル・討議内容や開催頻度、職域関係機関との連

携やネットワーク、働く世代が利用できる保健

サービスの質・量・アプローチルートの変化や

プロセス、地域・職域連携における課題や困難

等、とした。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照）。 

 

研研究究班班のの検検討討経経過過  

班会議を 6 回開催、WS を 1 回開催した。WS に

向けての小班会議を複数回開催し、準備を進め

た。都筑、渡井、尾﨑はそれぞれ分担班にて協議

を行い、研究を進めた。 

 

第 1 回班会議：令和 7 年 5 月 1 日（木) 

・厚生労働省行政の確認 

・健康日本 21（第三次）等に関連する研究班と

の連携（辻班、横山班） 

・昨年度のふりかえりと研究評価、課題 

・今年度の研究計画 

① 全体計画と大まかなスケジュール  

② 市区町を中心とした地域・職域連携の在り

方に関する研究  

③ 都道府県、二次医療圏のアンケート調査  

④ ワークショップ  

⑤ 地域・職域連携の推進に必要なデータセッ

トに関する研究（横山）  

⑥ 地域・職域連携における ICT の活用  

・ 第 84 回日本公衆衛生学会（静岡）  

 

第 2 回班会議：令和 7 年 6 月 23 日（月) 

 ・モデル市区町との進捗 

・全国アンケート調査 

・日本公衆衛生学会シンポジウム、一般演題 

第 3 回班会議：令和 7 年 8 月 20 日（水)   

・モデル市区町の進捗と協議 

・全国アンケート：文面確定、倫理審査へ 

・日本公衆衛生学会発表の準備状況 

 

第 4 回班会議：令和 7 年 10 月 16 日（木) 

・ワークショップ内容（情報提供、グループワ

ーク）、事例発表の調整 

・ モデル市区町の進捗状況  

・全国アンケートの発信、送付（10/2、511 件：

都道府県 47 件、保健所設置市 110 件、二次医

療圏 354 件）、回収状況 

・公衆衛生学会のシンポジウムの打ち合わせ 

 

第 5 回班会議：令和 7 年 12 月 2 日（火) 

・日本公衆衛生学会のシンポジウム、ポスター

発表報告  

・ワークショップについて：事例紹介の自治体

との調整、 当日運営の確認 

 

第 6 回班会議：令和 8 年 2 月 24 日(火) 

・令和 7 年度中間報告と評価 

・令和 8 年度研究計画書（継続申請）について 

・介入モデル市町区との調整状況 

・分担研究についての意見交換 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者への研究協力の依頼時に、研究の主

旨および概要、研究参加の任意性、同意撤回の

保証、個人情報の保護などについて文書により

説明し同意を得た。「2024 年度地域・職域連携推

進事業に関する調査」については女子栄養大学

研究倫理審査委員会の承認（承認番号 610）、市

区町村調査は分担研究者施設における承認を得

て行った。 
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ＣＣ．．  結結果果  

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

回収数は 399/514 自治体（回収率 77.6％：都

道府県 46/47、二次医療圏 265/357 医療圏、保健

所設置市 88/110 市）回答者の経験年数は 6 割以

上が 1、2 年目であった。 

協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨年

度とほぼ変わらず 9 割程度であったが、保健所

設置市では昨年度よりも多くの自治体で連携事

業が実施されていた。計画等への位置づけは都

道府県では 9 割、二次医療圏では 8 割以上、保

健所設置市は 6 割を超えていた。目標設定をし

ている自治体は都道府県で半数、二次医療圏・

保健所設置市で 3 割程度であった。設定した目

標には、健康経営関連事業所数や事業参加団体

数、健診受診率などがあげられていた。 

地域・職域連携推進業務の優先度については、

都道府県 9 割、二次医療圏は 7 割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は 6 割を超え、

優先度が高まっていた。優先度が低い理由とし

て、都道府県では、「重点事業に位置づけられて

いない」、「予算化、事業化、評価設定などが難し

い」、二次医療圏では、「担当者任せになってい

る」、「市区町村業務である」、「管内市区町村が

多く一緒に取り組めない」、「データ分析・課題

抽出が難しい」、保健所設置市では、「1 市で実施

するには限界がある」、「進め方がわからない」、

「産業保健センターの業務と考えている」等、

があがっていた。職種や業態別の分析は 1 割程

度しかされていなかった。  

地域・職域連携のための庁内連携については、

二次医療圏、保健所設置市では半数程度であっ

た。 

 

  

  

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

11））特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損人数を

補完したうえで、標準化該当比を算出した。 

単年度分析において、同一の都道府県内でも、

ほとんどの項目で二次医療圏間での差が観察され

た。都道府県を基準とした場合の標準化該当比が

低くても、全国を基準とした場合には高いことも

あり得るので、両者を併せて解釈することが必要

である。 

経年推移分析では、2020 年度前後で一部の検査

値や生活習慣（質問票）において、COVID-19 流行

拡大の影響と思われる不自然な変動が見られた。 

22））人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比のの  

経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18 死因別 SMR

を算出し、2015～2024 年の推移を図示した。総死

亡や心疾患・脳血管疾患 SMR の 2020 年前後の不自

然な変動は、やはり COVID-19 流行拡大の影響が考

えられる。 

 

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握（（資資料料 11））  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府

県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当

者、医療保険者、産業保健関係者等を対象に、研

究班からの情報提供、事例と解説、グループワ

ークの構成でワークショップを開催した。 

参加団体は、都道県 40、二次医療圏 187、保

健所設置市 63、その他市区町村 91、医療保険者

11、産業保健関係団体７か所であり、400 回線、

613 名の参加があった。事後アンケート回答者

372 人のうち、大変良かった 231 人（62％）、ま

あまあ良かった 137 人（37％）であり、未選択

4人以外、悪い（あまり良くない、全く良くない）

回答はなかった。 

第第 22 部部（（ググルルーーププワワーークク））参参加加者者かかららのの意意見見  

（（自自由由記記載載をを AAII ににてて整整理理））  

QQ..  ググルルーーププワワーーククでで参参考考ににななっったた点点、、今今後後取取りり

組組んんででいいききたたいいとと思思っったた事事はは何何でですすかか。。  

11..  連連携携のの重重要要性性がが共共通通ののテテーーママ  

多機関連携（市町村、保健所、県、協会けんぽ、

産保センター、商工会等）の必要性を痛感した

グループが多数。 

22..  デデーータタ活活用用へへのの期期待待・・課課題題がが非非常常にに多多いい  

協会けんぽデータ、KDB、NDB を活用したいが「時

間」「手続き」「体制」など課題も共通。 

33..  中中小小企企業業（（特特にに小小規規模模事事業業所所））支支援援がが最最大大のの

悩悩みみ  

「時間がない」「関心が低い」企業へのアプロー

チに苦慮。出前講座、表彰、関係者のつてなど、

成功事例に関心が高い。 

44..  ススモモーールルスステテッッププ＆＆関関係係構構築築のの重重要要性性  

多くのグループが“地道な関係づくりが最大の

効果”と再認識。 

55..  協協会会けけんんぽぽととのの連連携携がが注注目目ポポイインントト  

多くのグループで「データ提供」「協定」「共同事

業」が話題になった。今後の推進の鍵と捉えら

れている。 

66..  県県とと保保健健所所、、市市町町村村のの役役割割分分担担をを整整理理ししたたいい

とといいううニニーーズズがが強強いい  

フェーズの違い、マンパワーの違いをどう埋め

るか。立場を越えて理解し合えたことが意義深

かった。 

 

QQ ググルルーーププワワーーククにに参参加加ししててのの感感想想  

11..  他他自自治治体体のの実実践践をを知知るるここととがが最最大大のの収収穫穫  

どのグループも「他地域の生の声が聞けて良か

った」「悩みが共通していて安心した」という感

想が圧倒的多数。 

22..  デデーータタ活活用用をを進進めめたたいいがが““手手続続きき・・体体制制””がが

課課題題  

特に協会けんぽデータの扱いが大きなテーマ。

「データ提供の可否が地域で違う」、「申請手続

きがよく分からない」、「分析する時間がない」

という声が複数グループで共通。 

33..  連連携携のの難難ししささとと必必要要性性をを強強くく実実感感  

県・保健所・市町村間の役割分担、商工会・産保

センターとの関わり、中核市の“独特の立ち位

置”などが共通の課題として挙がった。 

44..  中中小小企企業業へへののアアププロローーチチははどどここもも苦苦労労ししてて

いいるる  

「時間がない」「関心がない」事業所への働きか

けは全国共通課題。成功例に関心が高く、足を

使って関係構築する重要性が共有された。 

55..  ググルルーーププ編編成成のの工工夫夫をを望望むむ声声がが複複数数  

自治体規模別、立場（保健所・市町村・県）別、

中核市同士など、より実務に即した編成を求め

る声があった。 

66..  情情報報交交換換・・相相談談ででききるる場場がが非非常常にに求求めめらられれてて

いいるる  

継続的な交流会、相談窓口、アドバイザー的支

援へのニーズが強い。 

 

 

（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

1）東京都港区 

保健所および地域・職域連携事業委託先（港区

医師会）と協議、区区のの地地域域・・職職域域連連携携状状況況のの聞聞

きき取取りり（体制、事業、実績、課題と感じているこ

となど）、医師会からは地域産業保健センター

としてのこれまでの取組について説明があった。

研究班からは地域・職域連携の目的と伴走支援

の内容等について説明した。研究班が実施した

令和７年度全国調査および特別区を抜粋したサ

ブ分析結果から、特別区は地域・職域連携協議

会の設置や開催が他地域と比較して少ないこと、

事務職が担当する割合が高いこと、効果的な外

部委託の方法の可能性があること、健康経営の

取組との連動、庁内連携の重要性などを説明し

た（（必必要要なな情情報報提提供供））。 
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ＣＣ．．  結結果果  

（（１１））都都道道府府県県・・二二次次医医療療圏圏・・保保健健所所設設置置市市のの

地地域域・・職職域域連連携携協協議議会会にに関関すするる全全国国調調査査  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

回収数は 399/514 自治体（回収率 77.6％：都

道府県 46/47、二次医療圏 265/357 医療圏、保健

所設置市 88/110 市）回答者の経験年数は 6 割以

上が 1、2 年目であった。 

協議会開催は都道府県、二次医療圏では昨年

度とほぼ変わらず 9 割程度であったが、保健所

設置市では昨年度よりも多くの自治体で連携事

業が実施されていた。計画等への位置づけは都

道府県では 9 割、二次医療圏では 8 割以上、保

健所設置市は 6 割を超えていた。目標設定をし

ている自治体は都道府県で半数、二次医療圏・

保健所設置市で 3 割程度であった。設定した目

標には、健康経営関連事業所数や事業参加団体

数、健診受診率などがあげられていた。 

地域・職域連携推進業務の優先度については、

都道府県 9 割、二次医療圏は 7 割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は 6 割を超え、

優先度が高まっていた。優先度が低い理由とし

て、都道府県では、「重点事業に位置づけられて

いない」、「予算化、事業化、評価設定などが難し

い」、二次医療圏では、「担当者任せになってい

る」、「市区町村業務である」、「管内市区町村が

多く一緒に取り組めない」、「データ分析・課題

抽出が難しい」、保健所設置市では、「1 市で実施

するには限界がある」、「進め方がわからない」、

「産業保健センターの業務と考えている」等、

があがっていた。職種や業態別の分析は 1 割程

度しかされていなかった。  

地域・職域連携のための庁内連携については、

二次医療圏、保健所設置市では半数程度であっ

た。 

 

  

  

（（２２））地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進にに必必要要ななデデーータタセセ

ッットトにに関関すするる研研究究  

（詳細は分担研究報告（横山）参照） 

11））特特定定健健診診のの検検査査値値等等のの標標準準化化該該当当比比  

全ての都道府県・二次医療圏別に、欠損人数を

補完したうえで、標準化該当比を算出した。 

単年度分析において、同一の都道府県内でも、

ほとんどの項目で二次医療圏間での差が観察され

た。都道府県を基準とした場合の標準化該当比が

低くても、全国を基準とした場合には高いことも

あり得るので、両者を併せて解釈することが必要

である。 

経年推移分析では、2020 年度前後で一部の検査

値や生活習慣（質問票）において、COVID-19 流行

拡大の影響と思われる不自然な変動が見られた。 

22））人人口口動動態態統統計計にによよるる死死因因別別標標準準化化死死亡亡比比のの  

経経年年推推移移  

全ての都道府県・二次医療圏別に、18 死因別 SMR

を算出し、2015～2024 年の推移を図示した。総死

亡や心疾患・脳血管疾患 SMR の 2020 年前後の不自

然な変動は、やはり COVID-19 流行拡大の影響が考

えられる。 

 

（（３３））ワワーーククシショョッッププににおおけけるる情情報報提提供供とと実実態態

把把握握（（資資料料 11））  

令和 7 年 12 月 22 日（月）に全国の都道府

県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携担当

者、医療保険者、産業保健関係者等を対象に、研

究班からの情報提供、事例と解説、グループワ

ークの構成でワークショップを開催した。 

参加団体は、都道県 40、二次医療圏 187、保

健所設置市 63、その他市区町村 91、医療保険者

11、産業保健関係団体７か所であり、400 回線、

613 名の参加があった。事後アンケート回答者

372 人のうち、大変良かった 231 人（62％）、ま

あまあ良かった 137 人（37％）であり、未選択

4人以外、悪い（あまり良くない、全く良くない）

回答はなかった。 

第第 22 部部（（ググルルーーププワワーークク））参参加加者者かかららのの意意見見  

（（自自由由記記載載をを AAII ににてて整整理理））  

QQ..  ググルルーーププワワーーククでで参参考考ににななっったた点点、、今今後後取取りり

組組んんででいいききたたいいとと思思っったた事事はは何何でですすかか。。  

11..  連連携携のの重重要要性性がが共共通通ののテテーーママ  

多機関連携（市町村、保健所、県、協会けんぽ、

産保センター、商工会等）の必要性を痛感した

グループが多数。 

22..  デデーータタ活活用用へへのの期期待待・・課課題題がが非非常常にに多多いい  

協会けんぽデータ、KDB、NDB を活用したいが「時

間」「手続き」「体制」など課題も共通。 

33..  中中小小企企業業（（特特にに小小規規模模事事業業所所））支支援援がが最最大大のの

悩悩みみ  

「時間がない」「関心が低い」企業へのアプロー

チに苦慮。出前講座、表彰、関係者のつてなど、

成功事例に関心が高い。 

44..  ススモモーールルスステテッッププ＆＆関関係係構構築築のの重重要要性性  

多くのグループが“地道な関係づくりが最大の

効果”と再認識。 

55..  協協会会けけんんぽぽととのの連連携携がが注注目目ポポイインントト  

多くのグループで「データ提供」「協定」「共同事

業」が話題になった。今後の推進の鍵と捉えら

れている。 

66..  県県とと保保健健所所、、市市町町村村のの役役割割分分担担をを整整理理ししたたいい

とといいううニニーーズズがが強強いい  

フェーズの違い、マンパワーの違いをどう埋め

るか。立場を越えて理解し合えたことが意義深

かった。 

 

QQ ググルルーーププワワーーククにに参参加加ししててのの感感想想  

11..  他他自自治治体体のの実実践践をを知知るるここととがが最最大大のの収収穫穫  

どのグループも「他地域の生の声が聞けて良か

った」「悩みが共通していて安心した」という感

想が圧倒的多数。 

22..  デデーータタ活活用用をを進進めめたたいいがが““手手続続きき・・体体制制””がが

課課題題  

特に協会けんぽデータの扱いが大きなテーマ。

「データ提供の可否が地域で違う」、「申請手続

きがよく分からない」、「分析する時間がない」

という声が複数グループで共通。 

33..  連連携携のの難難ししささとと必必要要性性をを強強くく実実感感  

県・保健所・市町村間の役割分担、商工会・産保

センターとの関わり、中核市の“独特の立ち位

置”などが共通の課題として挙がった。 

44..  中中小小企企業業へへののアアププロローーチチははどどここもも苦苦労労ししてて

いいるる  

「時間がない」「関心がない」事業所への働きか

けは全国共通課題。成功例に関心が高く、足を

使って関係構築する重要性が共有された。 

55..  ググルルーーププ編編成成のの工工夫夫をを望望むむ声声がが複複数数  

自治体規模別、立場（保健所・市町村・県）別、

中核市同士など、より実務に即した編成を求め

る声があった。 

66..  情情報報交交換換・・相相談談ででききるる場場がが非非常常にに求求めめらられれてて

いいるる  

継続的な交流会、相談窓口、アドバイザー的支

援へのニーズが強い。 

 

 

（（４４））市市区区町町村村をを中中心心ととししたた地地域域・・職職域域連連携携のの

新新たたななモモデデルルにに関関すするる研研究究  

1）東京都港区 

保健所および地域・職域連携事業委託先（港区

医師会）と協議、区区のの地地域域・・職職域域連連携携状状況況のの聞聞

きき取取りり（体制、事業、実績、課題と感じているこ

となど）、医師会からは地域産業保健センター

としてのこれまでの取組について説明があった。

研究班からは地域・職域連携の目的と伴走支援

の内容等について説明した。研究班が実施した

令和７年度全国調査および特別区を抜粋したサ

ブ分析結果から、特別区は地域・職域連携協議

会の設置や開催が他地域と比較して少ないこと、

事務職が担当する割合が高いこと、効果的な外

部委託の方法の可能性があること、健康経営の

取組との連動、庁内連携の重要性などを説明し

た（（必必要要なな情情報報提提供供））。 
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研究班からの情報により、港区担当者は学会

シンポジウム、研究班ワークショップに参加（（学学

習習のの機機会会））、他自治体の取組事例を知り、協会

けんぽとの連携に着手した（行行動動のの後後押押しし））。

区内の産業保健関係機関（労働基準監督署、産

業保健総合支援センター等）に呼びかけ、令和8

年度に協議会を設置・開催するよう準備を進め

ている（（次次年年度度のの行行動動計計画画））。 

 港区は令和6年度に労働者調査を実施してい

るが、その2次分析を研究班で担当することとな

った。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2) 静岡県伊東市 

 市内全宿泊施設で働く人を対象にした  WWeebb調調

査査では217名を解析対象とした経営指標である

プレゼンティズムの平均値は19.72、アブセンテ

ィズムは0.73であった。健康指標のうち疲労蓄

積度の勤務状況の平均値は7.61、自覚症状は

10.06であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲労

蓄積度は高い）に相当していた。小規模施設で

は疲労蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。 

自治体担当者は、調調査査結結果果かからら宿宿泊泊業業界界団団体体

やや経経営営者者へへアアププロローーチチすするる糸糸口口がが作作れれたたこと、

次次年年度度以以降降のの健健康康支支援援ののテテーーママがが明明確確ににななっったた

と評価している。今後、事業場レベルの支援へ

の展開、また二次医療圏の保健所が隣接する熱

海市への波及効果を支援できるように伴走して

いく予定である。  

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3) 愛知県犬山市 

 犬山市の管理職者と担当者、研究者間で、地

域・職域連携推進に取り組む必必要要性性を確認し、

モデル市としてアクションリサーチを実施する

ことを決定した。令和7年4月に、犬山市と保健

所、研究者をメンバーとする会議を開催し、健

康づくり推進事業所認定事業（認定事業）など

事業所や働く世代を対象とした市市のの事事業業のの現現状状

とと課課題題をを共共有有することから開始した。担担当当者者のの

悩悩みみとして、事業所に健康づくりの意識と取り

組みを根付かせることの難しさや成果が見えづ

らいことがあげられた。 

そこで、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、事事業業所所へへのの聞聞きき取取りりを実施、その結

果をもとに報告書の様式（実施報告書と表彰エ

ントリーシートを書きやすいものに変更）およ

び採点方法の改訂を行った。この結果、実施報

告書の提出率が向上した。 

 認定事業所4か所の健康づくりの実態とニー

ズを把握するためのインタビュー調査を実施し、

詳細の聞き取りを行った。実施報告書の集計で

は、受動喫煙対策を行っている事業所が多かっ

たが、インタビュー調査では喫煙場所の設置や

喫煙ルールが曖昧であることが分かり、正しい

情報提供の必要性が明らかになった。 

 実施報告書の集計結果とインタビュー調査の

結果をもとに、市担当者、保健所担当者、研究者

で会議を行い、事業所における健康づくりの課

題と今後の事業計画案について意見交換を行っ

た。令和8年度は、新たな予算立ては間に合わな

いため、可能な範囲で優先順位を決めて事業計

画を立てることとなった。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

4) 愛知県蒲郡市 

蒲郡市は以前から協会けんぽ愛知支部と連携

して健康づくりに取り組む事業所のサポートを

実施しているが、市担当者は、認定事業所の報

告書提出率が低いこと、報告書では見えてこな

いが熱心に取り組んでいる事業所も見出してい

きたい、市だからこそできる保健事業などのニ

ーズを探りたいと感じていた。そこで、対象事

業所へのアプローチ方法を検討するため、既存

の資料を再度見直し、事業所アンケートを実施

する計画を立てた。部署内の連携や情報収集、

商工会議所や協会けんぽの理解と協力を得る 

ことで、アンケート調査につなげることができ

た。 

 （詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5) 滋賀県愛荘町 

働く人の健康づくりとして、これまでは個人

への働きかけを中心としてきたが、研究班との

対話を通じて、事業所や組織を基盤としたアプ

ローチの重要性が共有されるようになった。商

工会との連携の深化や主体的な関与により、事

業所への働きかけが具体的に展開されるように

なった。その際、事事業業所所のの従従業業員員もも地地域域のの住住民民

のの一一部部ででああるるとといいうう視視点点が重視され、地域と職

域を一体的に捉えた双方が参加できる取組の必

要性が共有された。 

県の健康アプリを活用し、市民および事業所

の双方を対象とした「あいしょうヘルスアクシ

ョン！」が考案され、地域・職域連携は具体的な

事業として実働し始めた。「あいしょうヘルス

アクション！」の検討過程において、町の担当

者が庁内外の関係機関とのネットワーク構築に

向けて主体的に働きかけ、丁寧な説明や意見交

換を重ねることで関係づくりを進めた。これに

より、地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取組の連携基盤が構築された。こ

れまでの検討や実践が組織的・継続的な取組へ

と発展し、町全体で働く世代の健康づくりを推

進する基盤が整備された。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

6）大阪市および此花区 

 大阪市本庁（以下、主管課）での取組状況の確

認から始まり、区の支援に関わった。 

大阪市では地域・職域連携について、健康増

進計画への位置づけはされているが、目標設定

までには至っていなかった。まずは担当者と実

務者会議メンバーにおいて勉強会を実施、地 

域・職域連携推進の知識・意義・考え方が理解さ

れ、実行のイメージや方向性が明確化された。

在在住住・・在在勤勤にに関関わわららずず、、働働くく世世代代ににアアププロローーチチ

することの必要性を認識できた。 

大阪市の協議会ワーキング部会である実務者

会議では、担当者がリーダーシップを発揮し、

関係部署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が引っ

張る」姿勢に転換した。その結果、新規に企業支

援を行う部署との連携が実現した。 

伴走支援は、大阪市内の此花区をモデルとし

て実施した。区長が健康経営の重要性について

発信、職域へのアプローチの重要性を実感して

いたこと、現行の区の体制下で実行可能な取組

を選択すればよいこと、期待した成果が得られ

なかった場合もその結果自体が評価となること

を聞き、心理的負担が軽減したことも承諾の理

由のひとつであったとの意見が得られた。 

モデル区支援の実施に際し、まずは主管課が

主催する実務者会議へのオブザーバー参加を促

すとともに、健康経営に関する勉強会を実施し

た。その結果、改めて地域・職域連携の意義や健

康経営についての理解を深め、主体的に区の強

みを活かしたアプローチ方法を検討することが

できた。区内の工業会に区長と区担当者が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取り組

むことを提案、区と工業会が事業連携協定を締

結するに至った。区として支援できるメニュー

や、区のホームページに健康経営関連のページ

を新設することが検討されている。  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 
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研究班からの情報により、港区担当者は学会

シンポジウム、研究班ワークショップに参加（（学学

習習のの機機会会））、他自治体の取組事例を知り、協会

けんぽとの連携に着手した（行行動動のの後後押押しし））。

区内の産業保健関係機関（労働基準監督署、産

業保健総合支援センター等）に呼びかけ、令和8

年度に協議会を設置・開催するよう準備を進め

ている（（次次年年度度のの行行動動計計画画））。 

 港区は令和6年度に労働者調査を実施してい

るが、その2次分析を研究班で担当することとな

った。 

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

2) 静岡県伊東市 

 市内全宿泊施設で働く人を対象にした  WWeebb調調

査査では217名を解析対象とした経営指標である

プレゼンティズムの平均値は19.72、アブセンテ

ィズムは0.73であった。健康指標のうち疲労蓄

積度の勤務状況の平均値は7.61、自覚症状は

10.06であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲労

蓄積度は高い）に相当していた。小規模施設で

は疲労蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。 

自治体担当者は、調調査査結結果果かからら宿宿泊泊業業界界団団体体

やや経経営営者者へへアアププロローーチチすするる糸糸口口がが作作れれたたこと、

次次年年度度以以降降のの健健康康支支援援ののテテーーママがが明明確確ににななっったた

と評価している。今後、事業場レベルの支援へ

の展開、また二次医療圏の保健所が隣接する熱

海市への波及効果を支援できるように伴走して

いく予定である。  

（詳細は分担研究報告（渡井）参照） 

 

3) 愛知県犬山市 

 犬山市の管理職者と担当者、研究者間で、地

域・職域連携推進に取り組む必必要要性性を確認し、

モデル市としてアクションリサーチを実施する

ことを決定した。令和7年4月に、犬山市と保健

所、研究者をメンバーとする会議を開催し、健

康づくり推進事業所認定事業（認定事業）など

事業所や働く世代を対象とした市市のの事事業業のの現現状状

とと課課題題をを共共有有することから開始した。担担当当者者のの

悩悩みみとして、事業所に健康づくりの意識と取り

組みを根付かせることの難しさや成果が見えづ

らいことがあげられた。 

そこで、事業主の健康づくりへの意識の向上

を目的に、事事業業所所へへのの聞聞きき取取りりを実施、その結

果をもとに報告書の様式（実施報告書と表彰エ

ントリーシートを書きやすいものに変更）およ

び採点方法の改訂を行った。この結果、実施報

告書の提出率が向上した。 

 認定事業所4か所の健康づくりの実態とニー

ズを把握するためのインタビュー調査を実施し、

詳細の聞き取りを行った。実施報告書の集計で

は、受動喫煙対策を行っている事業所が多かっ

たが、インタビュー調査では喫煙場所の設置や

喫煙ルールが曖昧であることが分かり、正しい

情報提供の必要性が明らかになった。 

 実施報告書の集計結果とインタビュー調査の

結果をもとに、市担当者、保健所担当者、研究者

で会議を行い、事業所における健康づくりの課

題と今後の事業計画案について意見交換を行っ

た。令和8年度は、新たな予算立ては間に合わな

いため、可能な範囲で優先順位を決めて事業計

画を立てることとなった。 

（詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

4) 愛知県蒲郡市 

蒲郡市は以前から協会けんぽ愛知支部と連携

して健康づくりに取り組む事業所のサポートを

実施しているが、市担当者は、認定事業所の報

告書提出率が低いこと、報告書では見えてこな

いが熱心に取り組んでいる事業所も見出してい

きたい、市だからこそできる保健事業などのニ

ーズを探りたいと感じていた。そこで、対象事

業所へのアプローチ方法を検討するため、既存

の資料を再度見直し、事業所アンケートを実施

する計画を立てた。部署内の連携や情報収集、

商工会議所や協会けんぽの理解と協力を得る 

ことで、アンケート調査につなげることができ

た。 

 （詳細は分担研究報告（尾﨑）参照） 

 

5) 滋賀県愛荘町 

働く人の健康づくりとして、これまでは個人

への働きかけを中心としてきたが、研究班との

対話を通じて、事業所や組織を基盤としたアプ

ローチの重要性が共有されるようになった。商

工会との連携の深化や主体的な関与により、事

業所への働きかけが具体的に展開されるように

なった。その際、事事業業所所のの従従業業員員もも地地域域のの住住民民

のの一一部部ででああるるとといいうう視視点点が重視され、地域と職

域を一体的に捉えた双方が参加できる取組の必

要性が共有された。 

県の健康アプリを活用し、市民および事業所

の双方を対象とした「あいしょうヘルスアクシ

ョン！」が考案され、地域・職域連携は具体的な

事業として実働し始めた。「あいしょうヘルス

アクション！」の検討過程において、町の担当

者が庁内外の関係機関とのネットワーク構築に

向けて主体的に働きかけ、丁寧な説明や意見交

換を重ねることで関係づくりを進めた。これに

より、地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取組の連携基盤が構築された。こ

れまでの検討や実践が組織的・継続的な取組へ

と発展し、町全体で働く世代の健康づくりを推

進する基盤が整備された。 

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 

 

6）大阪市および此花区 

 大阪市本庁（以下、主管課）での取組状況の確

認から始まり、区の支援に関わった。 

大阪市では地域・職域連携について、健康増

進計画への位置づけはされているが、目標設定

までには至っていなかった。まずは担当者と実

務者会議メンバーにおいて勉強会を実施、地 

域・職域連携推進の知識・意義・考え方が理解さ

れ、実行のイメージや方向性が明確化された。

在在住住・・在在勤勤にに関関わわららずず、、働働くく世世代代ににアアププロローーチチ

することの必要性を認識できた。 

大阪市の協議会ワーキング部会である実務者

会議では、担当者がリーダーシップを発揮し、

関係部署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が引っ

張る」姿勢に転換した。その結果、新規に企業支

援を行う部署との連携が実現した。 

伴走支援は、大阪市内の此花区をモデルとし

て実施した。区長が健康経営の重要性について

発信、職域へのアプローチの重要性を実感して

いたこと、現行の区の体制下で実行可能な取組

を選択すればよいこと、期待した成果が得られ

なかった場合もその結果自体が評価となること

を聞き、心理的負担が軽減したことも承諾の理

由のひとつであったとの意見が得られた。 

モデル区支援の実施に際し、まずは主管課が

主催する実務者会議へのオブザーバー参加を促

すとともに、健康経営に関する勉強会を実施し

た。その結果、改めて地域・職域連携の意義や健

康経営についての理解を深め、主体的に区の強

みを活かしたアプローチ方法を検討することが

できた。区内の工業会に区長と区担当者が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取り組

むことを提案、区と工業会が事業連携協定を締

結するに至った。区として支援できるメニュー

や、区のホームページに健康経営関連のページ

を新設することが検討されている。  

（詳細は分担研究報告（都筑）参照） 
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Ｄ.考察 

令和 7 年度は、これまで継続してきた全国の

地域・職域自治体担当者アンケートおよびワー

クショップに加えて、モデル市区町への伴走支

援を行った。全国調査では、年々、取組市町村が

増加している状況が確認できたが、グループワ

ークでは多くの悩みも聞かれた。現在のガイド

ラインには都道府県、二次医療圏において地 

域・職域連携協議会の位置づけは明記されてい

るものの、市区町村については位置づけが明確

ではなく、財源確保が難しい、職域にどうかか 

わったらよいのかわからない、などの声が聞か

れた。 

研究班では、住民に身近な市区町村が地域・

職域連携体制を作ることで、「誰一人取り残さな

い健康づくり」につながり、退職後の健康づく

りにもつながることから、市町村での取組拡大

が重要と考えている。そこで、市区町村に対す

る伴走支援を行うことで、実効性のある取組に

つながる方策を検討することとなった。伴走支

援については、分担研究者・研究協力者との顔

が見える関係性が構築できるエリアにおいて、

自治体規模、産業構造、地域・職域連携の取組状

況を勘案して、自治体に依頼をかけた。 

最大の難関は伴走支援受け入れ自治体を決定

するまでにあった。地域・職域連携の必要性は

分かるが時間的余裕がない、市区町には連携協

議会の法的な位置づけがなく優先度が低い、人

事異動で方針が変わった、などの声を多くいた

だいた。 

都道府県の健康増進部門担当者（地域・職域

連携担当）との相談を重ね、紆余曲折を経て 6 市

区町の伴走支援にこぎつけることができた。モ

デル自治体の状況は個別性があり、詳細は分担

研究報告書にゆだねるが、分担研究者、研究協

力者の丁寧なアプローチにより信頼関係を得て、

一歩一歩歩んでいるところである。各自治体の

概要を表１にまとめ、さらに 6 市区町を俯瞰し

て、研究班がこれまで取り組んできた足跡を整

理した（表 1、2）。 

研究班では事前に自治体の高齢化率、産業構

造、健康指標（研究班作成の標準化該当比を含

む）などを確認の上、担当者との相談に臨んだ。 

最初は担当者からの状況の聞き取りや課題感

の共有から始まり、担当者の力量を高めるため

の支援、関係者の連携の後押しなどを行った。

研究班では全国の好事例の経験値があるため、

自治体の状況に応じた助言ができたのではない

かと推察する。理想的な「あるべき姿」ではな

く、担当者が感じる課題感を可視化するために

はどうしたらよいか（→インタビュー、アンケ

ート調査の実施）、新たな予算化ができない中で

既存の情報（議事録の読み返し）や事業（県のア

プリ）を活用するなど、できることから始める

ことが重要であると考えられた。商工会、産業

団体、協会けんぽ、地域産業保健センターとの

連携については、これまで自治体が他の事業で

関わってきたこと、庁内連携が有効に機能した

ことで協力が得られたと思われる。 

伴走支援の結果、事業所等の健康への関心を

確認することができたことは収穫であった。本

事業については令和 8 年度に継続して伴走支援

を行い、評価と提案につなげる予定である。表 2

は連携体制の立ち上がりまでのプロセスである

が、今後の進展を期待したい。 

研究班では令和 5 年度に「地域・職域連携推

進事業の新たなる展開」を公表している。この

中に「市区における中小企業への健康づくり支

援のプロセス」として、 

STEP1  地域・職域連携推進協議会またはそれに 

類似する組織の基盤づくり 

STEP2  市区全体の実態把握 

STEP3  事業主への周知・啓発 

STEP4  健康支援活動の展開 

STEP5  PDCA を回すための工夫 

STEP6  健康支援活動を維持するための仕組み 
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Ｄ.考察

令和 7 年度は、これまで継続してきた全国の

地域・職域自治体担当者アンケートおよびワー

クショップに加えて、モデル市区町への伴走支

援を行った。全国調査では、年々、取組市町村が

増加している状況が確認できたが、グループワ

ークでは多くの悩みも聞かれた。現在のガイド

ラインには都道府県、二次医療圏において地

域・職域連携協議会の位置づけは明記されてい

るものの、市区町村については位置づけが明確

ではなく、財源確保が難しい、職域にどうかか 

わったらよいのかわからない、などの声が聞か

れた。

研究班では、住民に身近な市区町村が地域・

職域連携体制を作ることで、「誰一人取り残さな

い健康づくり」につながり、退職後の健康づく

りにもつながることから、市町村での取組拡大

が重要と考えている。そこで、市区町村に対す

る伴走支援を行うことで、実効性のある取組に

つながる方策を検討することとなった。伴走支

援については、分担研究者・研究協力者との顔

が見える関係性が構築できるエリアにおいて、

自治体規模、産業構造、地域・職域連携の取組状

況を勘案して、自治体に依頼をかけた。

最大の難関は伴走支援受け入れ自治体を決定

するまでにあった。地域・職域連携の必要性は

分かるが時間的余裕がない、市区町には連携協

議会の法的な位置づけがなく優先度が低い、人

事異動で方針が変わった、などの声を多くいた

だいた。

都道府県の健康増進部門担当者（地域・職域

連携担当）との相談を重ね、紆余曲折を経て 6 市

区町の伴走支援にこぎつけることができた。モ

デル自治体の状況は個別性があり、詳細は分担

研究報告書にゆだねるが、分担研究者、研究協

力者の丁寧なアプローチにより信頼関係を得て、

一歩一歩歩んでいるところである。各自治体の

概要を表１にまとめ、さらに 6 市区町を俯瞰し

て、研究班がこれまで取り組んできた足跡を整

理した（表 1、2）。

研究班では事前に自治体の高齢化率、産業構

造、健康指標（研究班作成の標準化該当比を含

む）などを確認の上、担当者との相談に臨んだ。 

最初は担当者からの状況の聞き取りや課題感

の共有から始まり、担当者の力量を高めるため

の支援、関係者の連携の後押しなどを行った。

研究班では全国の好事例の経験値があるため、

自治体の状況に応じた助言ができたのではない

かと推察する。理想的な「あるべき姿」ではな

く、担当者が感じる課題感を可視化するために

はどうしたらよいか（→インタビュー、アンケ

ート調査の実施）、新たな予算化ができない中で

既存の情報（議事録の読み返し）や事業（県のア

プリ）を活用するなど、できることから始める

ことが重要であると考えられた。商工会、産業

団体、協会けんぽ、地域産業保健センターとの

連携については、これまで自治体が他の事業で

関わってきたこと、庁内連携が有効に機能した

ことで協力が得られたと思われる。 

伴走支援の結果、事業所等の健康への関心を

確認することができたことは収穫であった。本

事業については令和 8 年度に継続して伴走支援

を行い、評価と提案につなげる予定である。表 2

は連携体制の立ち上がりまでのプロセスである

が、今後の進展を期待したい。

研究班では令和 5 年度に「地域・職域連携推

進事業の新たなる展開」を公表している。この

中に「市区における中小企業への健康づくり支

援のプロセス」として、 

STEP1 地域・職域連携推進協議会またはそれに

類似する組織の基盤づくり

STEP2 市区全体の実態把握

STEP3 事業主への周知・啓発

STEP4 健康支援活動の展開

STEP5 PDCA を回すための工夫

STEP6 健康支援活動を維持するための仕組み
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会
に

お
け

る
事

業
所

ア
ン
ケ
ー

ト
の

実
施

議
事

録
の

確
認

商
工

会
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調

査
事

業
所

へ
の

イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

調
査

宿
泊

業
を

対
象

と
し

た
W
e
b
調

査
既

存
の

労
働

者
調

査
の

二
次

分
析

（研
究

班
）

実
態

把
握

の
た

め
の

調
査

・
分

析

工
業

会
事

業
所

の
健

康
づ

く
り
に
関

す
る
事

業
連

携
協

定
の

締
結

商
工

会
と

の
連

携
、
地

域
・

職
域

双
方

の
メ
リ
ッ
ト
を

考
慮

し
た
連

携

管
理

職
の

参
加

で
機

動
力

が
あ

っ
た

。
協

会
け

ん
ぽ

、
商

工
会

議
所

と
連

携
を

深
め
た
。

市
担

当
者

、
保

健
所

、
研

究
班

で
協

議
。
優

良
事

業
所

と
の

連
携

を
深

め
た
。

調
査

を
通

じ
て
管

轄
保

健
所

と
の

連
携

強
化

。
協

力
依

頼
に
よ
り
事

業
所

と
の

連
携

の
糸

口
が

つ
か
め
た
。

協
会

け
ん
ぽ

、
産

業
保

健
関

係
機

関
と

の
新

た
な

連
携

模
索

連
携
体
制
構
築
支
援

ア
ン
ケ
ー

ト
結

果
を

も
と
に

区
と

し
て

支
援

で
き

る
メ

ニ
ュ
ー
の

検
討

「
あ

い
し
ょ
う

ヘ
ル

ス
ア

ク
シ
ョ
ン
！

」
に

連
携

基
盤

を
位

置
付

け
た
。

ア
ン
ケ
ー

ト
結

果
を

も
と
に

検
討

す
る
。

事
業

へ
の

参
加

率
を

高
め

る
こ
と
を
目

標
と
し
た
。

調
査

実
施

に
よ

り
、
必

要
性

の
理

解
と
取

組
テ
ー
マ
が

見
え
て
き
た
。

区
の

役
割

は
関

係
機

関
の

プ
ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
を

作
る

こ
と
と
イ
メ
ー
ジ
で
き
た
。

連
携
事
業
の
明
確
化

主
管

課
に

よ
る

新
規

事
業

「
働

く
世

代
の

健
康

づ
く
り

支
援

事
業

」
の

活
用

県
の
健
康
ア
プ
リ
活
用

対
象

者
の

状
況

に
あ

わ
せ

た
質

問
紙

作
成

。
報

告
書

の
様

式
お

よ
び

採
点

方
法

の
改

訂
。

質
問

票
作

成
に

当
事

者
と

一
緒

に
取

り
組

ん
だ

。
関

係
者

と
の

面
談

で
顔

の
見

え
る
関

係
を
作

る
参

加
を

促
進

す
る

提
案

担
当

者
が

主
体

的
に

働
き

か
け

、
事

業
所

に
お

け
る

健
康

づ
く
り
の

方
向

性
を
検

討
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

関
係

者
と
の

連
携

構
築

、
政

策
へ

の
位

置
づ

け
が

で
き

た
。

問
題

の
解

決
に

つ
な

が
る

調
査

計
画

を
立

て
実

行
し
た
。

様
式

の
改

訂
等

に
よ

り
、
事

業
参

加
率

が
高

ま
っ
た

。
調

査
に
よ
り
取

組
の

具
体

的
な

イ
メ
ー
ジ
が

で
き
た
。

健
康

課
題

が
明

確
と
な
っ
た
。

当
時

者
の

声
を

聴
く
こ
と
が

で
き

、
業

界
団

体
等

へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
が

で
き
た
。

都
市

部
の

協
議

会
の

役
割

を
整

理
で

き
、
プ

ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー

ム
の

イ
メ
ー

ジ
が

で
き
た
。

事
業
評
価

工
業

会
事

業
所

に
お

け
る

健
康

づ
く
り
支

援
の

実
施

ア
ク
シ
ョ
ン
の
展
開
と
評
価

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
方

策
の

検
討

新
た

な
予

算
確

保
は

で
き

な
い

が
優

先
順

位
を
つ
け
て

事
業

実
施

。

事
業

所
レ
ベ
ル
の

具
体

的
な

ア
ク
シ
ョ
ン

、
保

健
所

管
内

の
他

市
へ
の

波
及

令
和

8
年

度
に

地
域

・
職

域
連

携
協

議
会

を
設

置
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。

次
年

度
以

降
の

見
通

し
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表
２
．
市

区
町

の
地

域
・職

域
連

携
を
推

進
す
る
た
め
の

伴
走

支
援

得
ら
れ

る
反

応
や
効

果
研

究
班

の
伴

走
支

援

相
手

の
状

況
を
あ
る
程

度
把

握
し
て
お
く
こ
と
で
、
相

談
を
円

滑
に
進

め
る
こ
と
が

で
き
る
。

地
域

特
性

に
関

す
る
既

存
情

報
（産

業
構

造
、
健

康
関

連
デ
ー
タ
、
保

健
事

業
実

施
状

況
等

）
の

確
認

（
デ
ス
ク
リ
サ
ー
チ
）

事 前 調 査
広

域
的

な
こ
れ
ま
で
の

取
組

を
重

視
し
つ
つ
、
課

題
を
整

理
し
、
自

治
体

に
関

わ
る
ポ
イ
ン
ト
を
探

る
。
伴

走
支

援
を
一

緒
に
進

め
て
い

く
こ
と
が

可
能

と
な
る
。

都
道

府
県

・保
健

所
等

担
当

者
と
の

調
整

（市
町

村
の

課
題

、
取

組
状

況
、
問

題
意

識
の

共
有

）

健
康

増
進

計
画

等
の

問
題

意
識

を
確

認
し
、
地

域
・
職

域
連

携
が

必
要

な
項

目
を
整

理
す
る

地
域

の
健

康
課

題
（担

当
者

の
認

識
）を

聞
き
取

る
担 当 者 面 談

自
治

体
の

健
康

課
題

を
受

け
止

め
、
そ
れ
を
裏

付
け
す
る
よ
う
な
情

報
を
提

供
す
る
。

担
当

者
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高

め
る
。
庁

内
連

携
の

必
要

性
が

理
解

で
き
る
。

公
表

デ
ー
タ
・研

究
班

デ
ー
タ
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基

づ
く
対

策
に
つ
い

て
紹

介
担

当
者

の
問

題
意

識
に
寄

り
添

っ
た
提

案
に
な
る
よ
う
準

備
す
る
必

要
が

あ
る

イ
ベ
ン
ト
、
健

診
な
ど
、
こ
れ
ま
で
職

域
と
ど
の

よ
う
な
関

わ
り
が

あ
っ
た
か
を
整

理
す
る
。

今
後

連
携

で
き
る
可

能
性

に
つ
い

て
見

通
し
を
つ
け
る
。

職
域

関
係

者
と
の

こ
れ
ま
で
の

関
係

性
を
聞

き
取

る

構
成

、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

ど
の

段
階

に
あ
る
の

か
、
次

は
何

を
目

指
す
の

か
を
明

確
に
す
る
。

地
域

・職
域

連
携

協
議

会
等

の
体

制
に
つ
い

て
の

聞
き
取

り
、
議

事
録

・過
去

の
資

料
の

確
認

働
く
人

の
健

康
は
地

域
に
と
っ
て
重

要
課

題
と
い

う
認

識
を
醸

成
す
る
。

健
康

増
進

法
の

範
囲

と
裁

量
に
つ
い

て
説

明
、
「
地

域
丸

ご
と
」
の

イ
メ
ー
ジ
を
持

て
る
。

首
長

や
企

業
関

連
部

局
（
健

康
経

営
、
商

工
労

務
）
の

参
加

に
よ
り
、
職

域
へ
の

広
が

り
を
期

待
で
き
る
。

庁
内

・関
係

者
勉

強
会

：
働

く
人

の
健

康
課

題
、
地

域
の

状
況

な
ど
を
解

説
制

度
・事

例
紹

介
を
通

じ
て
具

体
的

な
イ
メ
ー
ジ
作

り
を
す
る

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
入

れ
る
な
ど
、
参

加
者

が
お
互

い
の

意
見

を
交

換
で
き
る
場

を
作

る

連 携 構 築 に 向 け た 行 動 支 援

事
業

所
の

状
況

を
把

握
す
る
た
め
に
実

施
す
る
が

、
こ
の

プ
ロ
セ
ス
の

中
で
連

携
の

糸
口

に
も
な
る
。

事
業
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

健
康

課
題

の
認

識
、
取

り
組

ん
で
い

る
こ
と
、
難

し
い

こ
と
な
ど

事
業

所
、
就

労
者

が
答

え
や
す
い

内
容

を
検

討
。
プ
レ
実

施
で
意

見
を
求

め
る
。

顔
の

見
え
る
関

係
性

が
、
今

後
の

協
力

体
制

に
つ
な
が

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の

実
施

、
実

施
協

力
依

頼

事
業

所
と
関

わ
る
関

係
者

と
連

携
を
と
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ

れ
の

事
業

、
役

割
を
理

解
し
、

自
治

体
が

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
基

盤
を
作

る
意

義
が

見
え
て
く
る
。

協
会

け
ん
ぽ
、
商

工
会

、
業

界
団

体
と
の

面
談

医
師

会
（地

域
産

業
保

健
セ
ン
タ
ー
）な

ど
支

援
団

体
と
の

面
談

事
業

所
へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
に
つ
い

て
、
関

係
機

関
の

協
力

体
制

を
作

る
た
め
の

協
議

の
場

が
必

要
と
い

う
認

識
に
立

っ
て
、
目

的
に
あ
っ
た
構

成
員

を
選

定
す
る
。

協
議

会
立

ち
上

げ
支

援

計
画

に
位

置
づ

け
る
こ
と
で
継

続
的

に
動

か
す
こ
と
が

可
能

と
な
る
。
自

治
体

で
の

予
算

化
に
も
つ
な
げ
る
。

健
康

づ
く
り
計

画
へ
の

位
置

づ
け
（
他

自
治

体
の

例
を
紹

介
す
る
）

ま
ず
は
既

存
の

事
業

の
中

で
や
れ
る
こ
と
か
ら
始

め
る
。
優

先
順

位
を
考

え
る
。

事
業
所
、
就
労
者
へ
の
ア
ク
シ
ョ
ン

実
施

目
指

す
姿

を
確

認
す
る
。
毎

年
度

の
目

標
を
設

定
し
、
到

達
点

、
課

題
を
把

握
。
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
を
回

す
。

事
業

評
価

評
価

改
善

をあげ、具体的な解説をしている。また同書に

おいて都道府県、二次医療圏が市町村支援の役

割を担えるよう、チェックリストも添付してい

る。今回のモデル支援はおおむねその流れに沿

ったものではあるが、自治体や関係者の状況に

応じて、柔軟な対応が必要であった。来年度、伴

走支援を継続し、そのプロセス評価等を踏まえ

て、更なるブラッシュアップを図っていきたい。 

 

謝辞：本研究の遂行にあたり、調査にご協力い
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表
２
．
市

区
町

の
地

域
・職

域
連

携
を
推

進
す
る
た
め
の

伴
走

支
援

得
ら
れ

る
反

応
や
効

果
研

究
班

の
伴

走
支

援

相
手

の
状

況
を
あ
る
程

度
把

握
し
て
お
く
こ
と
で
、
相

談
を
円

滑
に
進

め
る
こ
と
が

で
き
る
。

地
域

特
性

に
関

す
る
既

存
情

報
（産

業
構

造
、
健

康
関

連
デ
ー
タ
、
保

健
事

業
実

施
状

況
等

）
の

確
認

（
デ
ス
ク
リ
サ
ー
チ
）

事 前 調 査
広

域
的

な
こ
れ
ま
で
の

取
組

を
重

視
し
つ
つ
、
課

題
を
整

理
し
、
自

治
体

に
関

わ
る
ポ
イ
ン
ト
を
探

る
。
伴

走
支

援
を
一

緒
に
進

め
て
い

く
こ
と
が

可
能

と
な
る
。

都
道

府
県

・保
健

所
等

担
当

者
と
の

調
整

（市
町

村
の

課
題

、
取

組
状

況
、
問

題
意

識
の

共
有

）

健
康

増
進

計
画

等
の

問
題

意
識

を
確

認
し
、
地

域
・
職

域
連

携
が

必
要

な
項

目
を
整

理
す
る

地
域

の
健

康
課

題
（担

当
者

の
認

識
）を

聞
き
取

る
担 当 者 面 談

自
治

体
の

健
康

課
題

を
受

け
止

め
、
そ
れ
を
裏

付
け
す
る
よ
う
な
情

報
を
提

供
す
る
。

担
当

者
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高

め
る
。
庁

内
連

携
の

必
要

性
が

理
解

で
き
る
。

公
表

デ
ー
タ
・研

究
班

デ
ー
タ
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基

づ
く
対

策
に
つ
い

て
紹

介
担

当
者

の
問

題
意

識
に
寄

り
添

っ
た
提

案
に
な
る
よ
う
準

備
す
る
必

要
が

あ
る

イ
ベ
ン
ト
、
健

診
な
ど
、
こ
れ
ま
で
職

域
と
ど
の

よ
う
な
関

わ
り
が

あ
っ
た
か
を
整

理
す
る
。

今
後

連
携

で
き
る
可

能
性

に
つ
い

て
見

通
し
を
つ
け
る
。

職
域

関
係

者
と
の

こ
れ
ま
で
の

関
係

性
を
聞

き
取

る

構
成

、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

ど
の

段
階

に
あ
る
の

か
、
次

は
何

を
目

指
す
の

か
を
明

確
に
す
る
。

地
域

・職
域

連
携

協
議

会
等

の
体

制
に
つ
い

て
の

聞
き
取

り
、
議

事
録

・過
去

の
資

料
の

確
認

働
く
人

の
健

康
は
地

域
に
と
っ
て
重

要
課

題
と
い

う
認

識
を
醸

成
す
る
。

健
康

増
進

法
の

範
囲

と
裁

量
に
つ
い

て
説

明
、
「
地

域
丸

ご
と
」
の

イ
メ
ー
ジ
を
持

て
る
。

首
長

や
企

業
関

連
部

局
（
健

康
経

営
、
商

工
労

務
）
の

参
加

に
よ
り
、
職

域
へ
の

広
が

り
を
期

待
で
き
る
。

庁
内

・関
係

者
勉

強
会

：
働

く
人

の
健

康
課

題
、
地

域
の

状
況

な
ど
を
解

説
制

度
・事

例
紹

介
を
通

じ
て
具

体
的

な
イ
メ
ー
ジ
作

り
を
す
る

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
入

れ
る
な
ど
、
参

加
者

が
お
互

い
の

意
見

を
交

換
で
き
る
場

を
作

る

連 携 構 築 に 向 け た 行 動 支 援

事
業

所
の

状
況

を
把

握
す
る
た
め
に
実

施
す
る
が

、
こ
の

プ
ロ
セ
ス
の

中
で
連

携
の

糸
口

に
も
な
る
。

事
業
所
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

健
康

課
題

の
認

識
、
取

り
組

ん
で
い

る
こ
と
、
難

し
い

こ
と
な
ど

事
業

所
、
就

労
者

が
答

え
や
す
い

内
容

を
検

討
。
プ
レ
実

施
で
意

見
を
求

め
る
。

顔
の

見
え
る
関

係
性

が
、
今

後
の

協
力

体
制

に
つ
な
が

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の

実
施

、
実

施
協

力
依

頼

事
業

所
と
関

わ
る
関

係
者

と
連

携
を
と
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ

れ
の

事
業

、
役

割
を
理

解
し
、

自
治

体
が

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て
基

盤
を
作

る
意

義
が

見
え
て
く
る
。

協
会

け
ん
ぽ
、
商

工
会

、
業

界
団

体
と
の

面
談

医
師

会
（地

域
産

業
保

健
セ
ン
タ
ー
）な

ど
支

援
団

体
と
の

面
談

事
業

所
へ
の

ア
プ
ロ
ー
チ
に
つ
い

て
、
関

係
機

関
の

協
力

体
制

を
作

る
た
め
の

協
議

の
場

が
必

要
と
い

う
認

識
に
立

っ
て
、
目

的
に
あ
っ
た
構

成
員

を
選

定
す
る
。

協
議

会
立

ち
上

げ
支

援

計
画

に
位

置
づ

け
る
こ
と
で
継

続
的

に
動

か
す
こ
と
が

可
能

と
な
る
。
自

治
体

で
の

予
算

化
に
も
つ
な
げ
る
。

健
康

づ
く
り
計

画
へ
の

位
置

づ
け
（
他

自
治

体
の

例
を
紹

介
す
る
）

ま
ず
は
既

存
の

事
業

の
中

で
や
れ
る
こ
と
か
ら
始

め
る
。
優

先
順

位
を
考

え
る
。

事
業
所
、
就
労
者
へ
の
ア
ク
シ
ョ
ン

実
施

目
指

す
姿

を
確

認
す
る
。
毎

年
度

の
目

標
を
設

定
し
、
到

達
点

、
課

題
を
把

握
。
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
を
回

す
。

事
業

評
価

評
価

改
善

をあげ、具体的な解説をしている。また同書に

おいて都道府県、二次医療圏が市町村支援の役

割を担えるよう、チェックリストも添付してい

る。今回のモデル支援はおおむねその流れに沿

ったものではあるが、自治体や関係者の状況に

応じて、柔軟な対応が必要であった。来年度、伴

走支援を継続し、そのプロセス評価等を踏まえ

て、更なるブラッシュアップを図っていきたい。 

 

謝辞：本研究の遂行にあたり、調査にご協力い

ただきました自治体、関係団体のみなさまに感

謝申し上げます。とくに 6 市区町の担当者の皆

様には深く御礼申し上げます。 

 

参考資料 

○健康日本 21（第三次）推進のための説明資料：

第 1 回健康日本 21（第三次）推進専門委員会資

料（令和 5 年 5 月）p 125, p 93  

https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/00

1158816.pdf 

〇地域特性に応じた地域・職域連携推進事業の

効果的な展開のための研究（20FA1010）令和 3年

度 総括・分担研究報告書 

〇地域・職域連携推進ガイドラインを活用した

保健事業の展開に関する評価及び連携強化のた

めの研究（22FA11013）令和 4 年度、令和 5 年度

総括・分担総括研究報告書 

 

Ｅ． 健康危険情報 

 該当なし 

 

Ｆ． 研究発表 

 1. 論文発表 

   なし 

 

 

 

 

 2. 学会発表 

1）都筑千景：健康日本 21（第三次）と地域・職

域連携推進～活動の進展と課題 第 84 回日本

公衆衛生学会総会シンポジウム 63．健康日本 21

（第三次）と地域・職域連携推進～最新情報と

今後の方向性～、第 84 回日本公衆衛生学会総会、

2025 年 10 月 29 日 

2）渡井いずみ：市区町村における地域・職域連

携推進活動の実態（パネリスト） シンポジウム

48、健康日本 21（第三次）と地域・職域連携推

進～最新情報と今後の方向性～、第 84 回日本公

衆衛生学会総会、2025 年 10 月 31 日 

3）藤本優子、都筑千景、薮本初音、渡井いず 

み、尾﨑伊都子、横山徹爾、津下一代：全国にお

ける地域・職域連携推進事業および体制の実態

と進捗状況－第 1 報－、第 84 回日本公衆衛生学

会総会、2025 年 10 月 29 日（資料 2-1） 

4）大比叡和子、尾﨑伊都子、雑子侑里、宮田瑠

里子、渡井いずみ、都筑千景、横山徹爾、津下一

代：地域・職域連携事業における ICT 活用チェ

ックリストの妥当性の検討－第 2 報－、第 84 回

日本公衆衛生学会総会、2025 年 10 月 29 日（資

料 2-2） 

5）吹田晋、渡井いずみ、髙部さやか、都筑千 

景、尾﨑伊都子、横山徹爾、津下一代：市区町村

における地域・職域連携事業の実施状況と推進

体制の関連－第 3 報－、第 84 回日本公衆衛生学

会総会、2025 年 10 月 29 日（資料 2-3） 

6）伯井理加、山下友美、天野こころ、生野淑 

子、薮本初音、都筑千景：地域・職域連携推進の

ための基盤づくり～実務者会議の活性化に向け

た取組～、第 84 回日本公衆衛生学会総会、2025

年 10 月 30 日 

7）田中克弥、 渡井いずみ：小規模事業所の多い

宿泊業従事者の健康課題と支援の方向性 ～文

献検討に基づく地域・職域連携の推進に向けた

考察～、2025 年度日本産業衛生学会東海地方会

学会、2025 年 11 月 15 日 
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講演 

1）津下一代．肥満症に対する生活習慣介入～地

域・職域と医療で切れ目ない対策を～ 第 17 回

いわて肥満症治療セミナー 特別講演Ⅱ   

2025.06.02   

2）津下一代．厚生労働省．健康寿命をのばそう！

サロン in Expo 大阪関西万博 2025.06.22    

3）津下一代．地域保健と職域保健の連携〜生涯

を通じた健康づくりを目指して～ 広島県看護

協会「地域保健・産業保健フォーラム」 

2025.09.07   

4）津下一代．マンネリになっていませんか？ 〜〜

事例から学ぶ〜 健康づくり活動推進のポイン

ト．令和 7 年度健康寿命をのばそう！ オンラ

インサロン 2025.09.09   

5）津下一代．働く世代の健康づくり〜地域・職

域連携を一歩進める～令和 7 年度岡山県栄養士

会公衆衛生事業部研修会 2025.09.16   

6）津下一代．健康経営の視点で健康づくりを進

める．日本ライフスタイル医学会 2026.03.01  

7）渡井いずみ: 地域・職域連携と地さんぽに期

待される役割, 地域産業保健センター コーデ

ィネーター会議, 静岡産業保健総合支援センタ

ー, 2025 年 7 月 7 日 

8）渡井いずみ: 健康経営を目指す産業保健活動,

産業保健セミナー, 静岡産業保健総合支援セン

ター, 2025 年 7 月 30 日 

9）渡井いずみ：事業場における生活習慣病対策

の進め方，産業保健セミナー，静岡県産業保健

総合支援センター，2025 年 12 月 15 日 

10）渡井いずみ: 市町村における健康対策を職

域と連携して、どのように進めるか, 令和 7 年

度愛知県市町村保健師協議会研修会, 2026 年 1

月 27 日 

11）渡井いずみ: 地域・職域連携 ～それぞれの

取組みをあと一歩進めるためにできること～, 

令和 7 年度東京都健康づくり事業推進指導者育

成研修, 2026 年 1 月 28 日 

12）渡井いずみ：地域・職域連携推進協議会のス

テップアップを目指して（講演&グループワーク

講評），令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職

域連携推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

13）藤本優子：地域・職域連携推進協議会のステ

ップアップ（シンポジウム ファシリテーター），

令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職域連携

推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

該当なし 

  

2．実用新案登録 

該当なし 

 

厚厚生生労労働働科科学学研研究究  地地域域・・職職域域連連携携推推進進研研究究班班  ワワーーククシショョッッププ実実施施要要項項  

1.目的

令和６年度より始まりました健康日本 21（第三次）には「地域・職域連携推進協議会等を活用し

て健康格差の縮小に取り組む」ことが示されており、「地域・職域連携推進協議会の効果的な運営」

が一層求められるようになってきました。令和７年度厚生労働科学研究 「健康寿命延伸につながる

地域・職域連携の推進のための研究」では、自治体へのアンケート、ワークショップ等を通して、現

状を把握、課題を整理し、解決策を提案していきます。 

昨年度に引き続き、研究班では、働く世代への健康支援を実施する自治体ならびに関係者を対象

としたワークショップを企画しました。第１部（座学）、第２部（グループワーク）の２部構成とし

ています。本ワークショップにより、よりよい地域・職域連携事業につなげていただくことを目的と

します。 

２.対象

全国の都道府県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携ご担当者

（都道府県、二次医療圏（都道府県型保健所、保健所設置市区）、市区町村）

医療保険者（国保、国保組合、全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合等）、産業保健関係者（産

業保健総合支援センター、地域産業保健センター、労働基準監督署、事業場等）、医師会等、その他

地域・職域連携に関係している者

募集人数（回線の制約のため、希望者多数の場合人数を調整させていただくことがあります）

第 1部（座学） 200 回線程度を予定 

第 2部（グループワーク） 80 回線を上限 

３.方法

Zoom を用いた online 形式

（第１部座学・チャット機能にて質疑応答、第２部ブレイクアウトルームにてグループワーク） 

ワークショップ事後アンケートにご協力ください（参加決定者にご連絡いたします）。

４.日時

1122 月月 2222 日日（（月月））  1100：：0000～～1155：：0000

５.申し込み方法

※1122 月月 1111 日日（（木木））ままででに Web 上の申し込みフォームにてお申し込みください。

URL：https://forms.office.com/r/QAt1Wk2DZZ 

※尚、参加が決定した方へは Zoom の参加 URL を追ってご連絡いたします。

（12 月 16 日以降を予定しております。）

※第２部につきましては、募集人数に達しましたら、募集を締め切らせていただく場合がございます。

ご了承ください。

６．お問い合わせ先 

令和7年度厚生労働科学研究費補助金 「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」 

  研究代表者 女子栄養大学 教授 津下 一代 

  研究班事務局：女子栄養大学 臨床医学研究室内（事務担当：栗原、細田） 

  TEL＆FAX 049-282-3717  E-Mail：kenko@ktsushita.com （火・水・木・金） 

資料1
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講演 

1）津下一代．肥満症に対する生活習慣介入～地

域・職域と医療で切れ目ない対策を～ 第 17 回

いわて肥満症治療セミナー 特別講演Ⅱ   

2025.06.02   

2）津下一代．厚生労働省．健康寿命をのばそう！

サロン in Expo 大阪関西万博 2025.06.22    

3）津下一代．地域保健と職域保健の連携〜生涯

を通じた健康づくりを目指して～ 広島県看護

協会「地域保健・産業保健フォーラム」 

2025.09.07   

4）津下一代．マンネリになっていませんか？ 〜〜

事例から学ぶ〜 健康づくり活動推進のポイン

ト．令和 7 年度健康寿命をのばそう！ オンラ

インサロン 2025.09.09   

5）津下一代．働く世代の健康づくり〜地域・職

域連携を一歩進める～令和 7 年度岡山県栄養士

会公衆衛生事業部研修会 2025.09.16   

6）津下一代．健康経営の視点で健康づくりを進

める．日本ライフスタイル医学会 2026.03.01  

7）渡井いずみ: 地域・職域連携と地さんぽに期

待される役割, 地域産業保健センター コーデ

ィネーター会議, 静岡産業保健総合支援センタ

ー, 2025 年 7 月 7 日 

8）渡井いずみ: 健康経営を目指す産業保健活動,

産業保健セミナー, 静岡産業保健総合支援セン

ター, 2025 年 7 月 30 日 

9）渡井いずみ：事業場における生活習慣病対策

の進め方，産業保健セミナー，静岡県産業保健

総合支援センター，2025 年 12 月 15 日 

10）渡井いずみ: 市町村における健康対策を職

域と連携して、どのように進めるか, 令和 7 年

度愛知県市町村保健師協議会研修会, 2026 年 1

月 27 日 

11）渡井いずみ: 地域・職域連携 ～それぞれの

取組みをあと一歩進めるためにできること～, 

令和 7 年度東京都健康づくり事業推進指導者育

成研修, 2026 年 1 月 28 日 

12）渡井いずみ：地域・職域連携推進協議会のス

テップアップを目指して（講演&グループワーク

講評），令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職

域連携推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

13）藤本優子：地域・職域連携推進協議会のステ

ップアップ（シンポジウム ファシリテーター），

令和 7 年度 厚生労働省主催 地域・職域連携

推進関係者会議，2026 年 2 月 4 日 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

該当なし 

  

2．実用新案登録 

該当なし 

 

厚厚生生労労働働科科学学研研究究  地地域域・・職職域域連連携携推推進進研研究究班班  ワワーーククシショョッッププ実実施施要要項項  

1.目的

令和６年度より始まりました健康日本 21（第三次）には「地域・職域連携推進協議会等を活用し

て健康格差の縮小に取り組む」ことが示されており、「地域・職域連携推進協議会の効果的な運営」

が一層求められるようになってきました。令和７年度厚生労働科学研究 「健康寿命延伸につながる

地域・職域連携の推進のための研究」では、自治体へのアンケート、ワークショップ等を通して、現

状を把握、課題を整理し、解決策を提案していきます。 

昨年度に引き続き、研究班では、働く世代への健康支援を実施する自治体ならびに関係者を対象

としたワークショップを企画しました。第１部（座学）、第２部（グループワーク）の２部構成とし

ています。本ワークショップにより、よりよい地域・職域連携事業につなげていただくことを目的と

します。 

２.対象

全国の都道府県・二次医療圏、市区町村の地域・職域連携ご担当者

（都道府県、二次医療圏（都道府県型保健所、保健所設置市区）、市区町村）

医療保険者（国保、国保組合、全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合等）、産業保健関係者（産

業保健総合支援センター、地域産業保健センター、労働基準監督署、事業場等）、医師会等、その他

地域・職域連携に関係している者

募集人数（回線の制約のため、希望者多数の場合人数を調整させていただくことがあります）

第 1部（座学） 200 回線程度を予定 

第 2部（グループワーク） 80 回線を上限 

３.方法

Zoom を用いた online 形式

（第１部座学・チャット機能にて質疑応答、第２部ブレイクアウトルームにてグループワーク） 

ワークショップ事後アンケートにご協力ください（参加決定者にご連絡いたします）。

４.日時

1122 月月 2222 日日（（月月））  1100：：0000～～1155：：0000

５.申し込み方法

※1122 月月 1111 日日（（木木））ままででに Web 上の申し込みフォームにてお申し込みください。

URL：https://forms.office.com/r/QAt1Wk2DZZ 

※尚、参加が決定した方へは Zoom の参加 URL を追ってご連絡いたします。

（12 月 16 日以降を予定しております。）

※第２部につきましては、募集人数に達しましたら、募集を締め切らせていただく場合がございます。

ご了承ください。

６．お問い合わせ先 

令和7年度厚生労働科学研究費補助金 「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」 

  研究代表者 女子栄養大学 教授 津下 一代 

  研究班事務局：女子栄養大学 臨床医学研究室内（事務担当：栗原、細田） 

  TEL＆FAX 049-282-3717  E-Mail：kenko@ktsushita.com （火・水・木・金） 

資料1
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７.ワークショップ・プログラム（令和７年度版） 

  

時時間間  内内    容容  

  （（第第１１部部））  

10：00  ご挨拶（厚生労働省保健指導室） 

10：05  

 

健康日本 21（第三次）における地域・職域連携の位置づけと進め方 

本研究班の取り組み（研究代表：津下） 

10：20 全国の担当者アンケート結果について（都筑） 

10：35 地域・職域連携のための健康課題分析：産業構造（横山） 

10：50 テーマ「二次医療圏と市における地域・職域連携の取り組み」 

事例①：大分県豊肥保健所  

事例②：大分県竹田市 

テーマの進行・まとめ（都筑） 

11：20  テーマ「地域の中小企業に対する健康支援の取り組み」 

事例①：新潟県三条市保健部健康づくり課 

事例②：新潟産業保健総合支援センター 

テーマの進行・まとめ（渡井） 

11：50  質疑・コメント 

12：00 昼休み 

 （（第第２２部部））  

13：00 グループワーク 進め方の説明、ブレイクアウトルームへ 

 

 

 

グループワーク 

テーマ 

①  地域・職域連携推進の現状と課題・工夫 

②  健康課題把握のための収集と活用 

 ③ 市区町村と県・二次医療圏との連携や支援体制、協議会の活用 

※ファシリテーターの先生方と一緒にディスカッションしていただきます。 

 グループ討議の内容を全体で共有、質疑応答 

15：00 アンケート記入 

       

  

【【研研究究班班メメンンババーー】】            

  研究代表者：津下 一代  女子栄養大学・教授 

 研究分担者：都筑 千景  大阪公立大学大学院看護学研究科・教授 

横山 徹爾  国立保健医療科学院 生涯健康研究部・特任研究官 

渡井いずみ  浜松医科大学医学部看護学科・教授 

       尾﨑 伊都子 名古屋市立大学・大学院 看護学研究科・准教授 
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本研究は令和6年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（24FA1014) の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき COI 関係企業等はない。

目的

演題番号

全国における地域・職域連携推進事業および全国における地域・職域連携推進事業および
体制の実態と進捗状況（第１報）

藤本 優子１都筑 千景２薮本 初音２渡井 いずみ３尾崎 伊都子４横山 徹爾５津下 一代６

１)九州看護福祉大学、２)大阪公立大学、3)浜松医科大学、
4)名古屋市立大学、5)国立保健医療科学院、 ６)女子栄養大学

方法

考察

結果

調査対象および方法： 令和6年6～7月に、全国の都道府県、二次医療圏、保健所設置市（特別区を含む）を対象として、Webアンケートを実施した。
調査項目： 回答者属性、昨年度の協議会・連携事業の状況、今年度の計画、優先度、計画への位置づけ、改訂版手引書の活用状況、

地域・職域連携の推進体制と業務内容等

倫理的配慮：研究参加の自由意思、匿名性の確保等を保証。研究代表者等の所属大学による倫理審査委員会の承認を受け実施した。

分析：自治体種別ごとに記述統計を算出し、令和5年度に実施した調査の類似項目（担当者の経験年数、昨年度協議会開催の有無と連携事業の実施状況、
今年度協議会及び連携事業の計画、計画への位置づけ、優先度、健康課題の明確化、改訂版手引きの活用の9項目）についてχ２検定を実施した。
有意水準ｐ＜ 0.05を有意差あり、ｐ＜ 0.1を傾向ありとした。

背景：「健康日本21（第三次）」では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小が基本方針として掲げられ、多くの自治体で健康増進計画が改定された。
これに伴い、地域保健における地域・職域連携の推進が一層重要視されている。
全国の自治体における地域・連携推進の実態や進捗を明らかにし、現時点の課題を検討すること目的：

項目 令和5年
n(%)

令和6年
n(%) χχ²値 p値 有意差

担当者の経験年数 2年目以下 209(64.1) 233(66.6)
0.452 0.502 n.s

3年目以上 117(35.9) 117(33.4) 

協議会開催の有無 開催した 219(68.4) 280(78.7) 
9.097 0.003 **

開催なし 101(31.6) 76(21.3) 

連携事業の実施状況 実施した 189(59.6) 257(72.8) 
13.042 p<.001 ***

実施せず 128(40.4) 96(27.2) 

協議会の計画 拡充同様 272(85.0) 296(83.4) 
0.337 0.565 n.s

縮小中止 48(15.0) 59(16.6) 

連携事業の計画 拡充同様 238(75.1) 276(77.5) 
0.557 0.455 n.s

縮小中止 79(24.9) 80(22.5) 

業務の優先度 高い 203(63.4) 255(71.4) 
4.924 0.026 *

低い 117(36.6) 102(28.6) 

健康課題の明確化 明らかに
している

249(81.6) 295(82.4) 

2.481 0.115 n.s
明らかに
していない

72(22.4) 63(17.6) 

計画への位置づけ 有・検討中 258(77.6) 297(84.9) 
1.233 0.267 n.s

なし 58(18.4) 53(15.1) 

手引きの活用状況 利用あり 261(64.1) 337(84.0) 
27.049 p<.001 ***

利用なし 99(26.7) 64(16.0) 

401自治体より回答を得た（回収率78.6％）。 内訳…都道府県46/47 (97.9％)、二次医療圏265/353 (75.1％)、
保健所設置市90/110 (81.8％)

回収状況：

・アンケートの回収率は、令和5年（72.2％）より増加した。
特に、保健所設置市（65.5％）の増加が顕著だった。

全国の自治体における地域・連携推進の実態 (図2～図8)
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図1. 回答者の職種

※ 地域・職域連携の事務局担当と回答したn=355を分析対象
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図2. 地域・職域連携業務の経験年数
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図4. 令和５年度連携事業の実施状況（複数回答）
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※改訂版地域・職域連携事業の新たなる展開
図9. 改訂版手引き※の活用状況
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図7. 地域・職域連携の優先度
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図6. 令和６年度の連携事業の計画
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図5. 令和6年度の協議会の計画
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図3. 令和５年度協議会の開催状況（複数回答）
※ 令和５年度に協議会を開催したn=309を分析対象
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健康増進計画に位置づけ、地域・職域連携についての目標を設定している 健康増進計画に位置づけはあるが、目標設定はしていない

健康増進計画への位置づけはないが、他の計画で位置づけている 今後、計画に位置づけることを検討している

現時点で位置づけるかどうかは未定 未記入

図8. 計画への位置づけと目標値の設定状況

・回答者は、各自治体種別とも保健師が最も多かった。次いで多い
職種は、都道府県と保健所設置市では事務職、二次医療圏では管
理栄養士・栄養士だった。(図1)

・担当者の経験年数は、都道府県・二次医療圏・保健所設置市の全てで、「2年目以下」が73.9％・62.9 ％ ・72.0 ％と最も多かった。
・令和5年度の協議会の開催状況は、各自治体種別とも協議会は「対面開催」が最も多かった。連携事業は都道府県および二次医療圏は「計画どおり
実施」した自治体が最も多く、保健所設置市では「計画どおり実施」した自治体が46.2％、「計画していない」自治体が47.3％と同程度だった。

・令和6年度の協議会および連携事業の計画は、都道府県・二次医療圏は「拡充」もしくは「例年と同様」が80.0％以上だった。保健所設置市では、
60.0％未満にとどまった。

・業務の優先度が高い割合は、都道府県87.0％、二次医療圏70.9％に対し、保健所設置市は57.8％だった。
・計画への位置づけ有は、都道府県・二次医療圏では93.5%・85.7％、保健所設置市では57.8％だった。位置づけ有で目標を設定している自治体は

35.7％にとどまった。

自治体における地域・職域連携の進捗状況（R5年度とR6年度の比較）(表1)

χ²検定 ＊p < .05 ＊＊p < .01 ＊＊＊p < .001 n.s.＝有意差なし

表1. 令和5年度および令和6年度の調査の比較（全体）

・担当者の経験年数、計画への位置づけ、健康課題の明確化に有意差はなかった。
・協議会・連携事業の開催・実施とも、「開催有」「実施した」が有意に増加した。
・優先度が高い割合は有意な増加がみられ、手引きの利用状況も同様だった。

・また、自治体種別やその特性に応じた方法で地域・職域連携を進めていくこと
が必要であり、そのための具体的な方策を明確にしていくことが課題である。

・地域・職域連携推進に関する体制整備や協議会、連携事業の実施状況について、
着実に進展がみられた。

・一方で、計画に位置付けられても、具体的な目標設定に至っていない自治体が
多数を占め、業務の優先度について自治体種別間に差が生じていた。

・こうした状況から、今後、目標設定や評価指標の検討および地域・職域連携を
進めるための基盤強化が求められる。
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本研究は令和 年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（ の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき 関係企業等はない。

目的

演題番号

地域・職域連携における地域・職域連携における 活用チェックリスト地域・職域連携における地域・職域連携における 活用チェックリスト活用チェックリスト
の妥当性の検討（第２報）

大比叡和子１ 尾﨑伊都子２ 雑子侑里 宮田瑠里子
渡井いずみ 都筑千景 横山徹爾 津下一代

１ 椙山女学園大学、２ 名古屋市立大学、３ 鈴鹿医療科学大学、
４ 浜松医科大学、 ５ 大阪公立大学、６）国立保健医療科学院、
７ 女子栄養大学

方法

結果

考察

本研究班では、令和４～５年度に行った質問紙調査やインタビュー調査などを通して、「 活用のために
チェックリスト」を考案した。本研究は、 活用が進んでいる自治体担当者を対象に、本チェックリストに対
する意見を収集、合意形成を行うことにより、妥当性の高い 活用チェックリストに洗練する。

【１回目の調査結果】回収率
• チェックリストの重要度の合意水準が ％未満であった項目数は、

メールマガジン 項目、ホームページ 項目、オンラインセミナー
（オンデマンド） 項目であった。

• 合意水準が ％未満であった項目を中心に自由記載の意見を参考に、
自治体における の活用方法や組織体制に沿うよう表現方法を検討
し修正した。

• 部署内と組織内を分けない形式へ変更した。

【 活用チェックリスト項目の特徴と実施状況からみた 活用の課題】
• 共通項目のうち他の項目に比べて実施率が低かった項目が、「地域・職域連携事業に を活用するための予算がある」（ ％）

「部署内に、事業に 活用を推進する担当者がいる」（ ％）であった。事業実績の評価、次年度の事業計画の際にの 活用の
必要性を明確化し、地域・職域連携推進事業の予算確保につなげることが必要である。

• オンライン会議、オンラインセミナー（ライブ・オンデマンド）のチェックリスト項目は概ね実施率が高く、新型コロナウィルス感
染症の蔓延をきっかけに導入が進んだ自治体では必要なノウハウを習得していると考えられた。

• メルマガのチェックリスト項目の中で、「メルマガの登録者数、配信回数、登録者への調査（満足度、ニーズ調査）により事業評価
している」の実施率も ％と低かった。メルマガは、多くの登録者にタイムリーに事業や情報を周知できるツールであるが、一方
通行で相手の反応がわかりにくいため、事業としての効果が測りにくいという課題が考えられた。

• ホームページの項目の中では、内容の企画や更新の頻度に関連する項目の実施率が低かった。地域・職域連携に特化して情報発信は
難しいという意見があり、事業の目的に沿った効果的な運用が課題として考えられた。

• 健康関連アプリの開発には多くの予算がかかるため、都道府県などが開発したアプリを使用して事業を行う自治体・組織が多かった。
管轄地域の住民全体を対象とした事業に活用されている現状にあるため、働く世代をどのように巻き込んで事業展開していくかも課
題となる。

【 活用チェックリストの実践への適用】
本チェックリストは、 活用の課題を解決するために必要な事前準備・体制・実施時の工夫・評価に関する内容で構成されている。
すでに を導入している自治体においても、連携事業における 活用が関係機関同士の連携強化や事業内容・対象範囲の拡大につな
がるよう、チェックリストを定期的な点検に用いることが可能である。

➢ 研究対象者
本研究班が令和 年６月に全国の自治体（都道府県、二次医療圏、保
健所設置市）の地域・職域連携担当者に行った質問紙調査に回答し
た 自体のうち、 を広く活用している 自治体の担当者

➢ 活用チェックリスト 領域で構成
共通項目 項目
オンライン会議 項目
メルマガ 項目
ホームページ 項目
オンラインセミナー（ライブ） 項目
オンラインセミナー（オンデマンド） 項目
健康関連アプリ 項目

➢ 調査方法
• デルファイ法を用いた郵送による自記式質問紙調査
• 現在導入または導入を検討している 活用チェックリスト項目について重要度と

実施状況を尋ね、自由記載による意見を求めた。
• 重要度の合意水準は、先行研究を参考に ％以上、より厳格な合意を ％以上と

し、 ％未満の項目を中心に、自由記載意見や実施状況を参考に修正した。
• 調査は 回行い、 回目は 年 月～ 月、 回目は 年 月～ 年 月に実施し

た。

【 回目の調査結果】回収率
• 回目の調査に回答を得られた 自治体の対象者に調査

協力依頼
• チェックリストの重要度の合意水準が ％未満であった

項目は、全 領域でみられなかった。
• 重要度 ％以上でなかったメールマガジン 項目、オン

ラインセミナー（オンデマンド） 項目は表現の修正を
行った。

➢ 倫理的配慮
名古屋市立大学大学院看護学研究科研究倫理審査委員会の承認を得
て実施した。（ 番号 ）

共通項目（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％

➀ を活用した事業を行うための情報通信機器が十分に
ある
➁必要時に情報通信機器を利用する／やりくりするため
の手続きが明確になっている
③ビデオ通話・動画配信などに耐えられるインターネッ
ト回線量が確保されている
④ や につながる部屋 場所 が十分に確保されて
いる
⑤ 推進・ 管理担当部局から、機器・通信環境や知
識・技術に関する協力体制がある
⑥ に関する知識・技術を習得するための機会がある
⑦部署内に、事業に 活用を推進する担当者がいる
⑧地域・職域連携事業に を活用するための予算がある
⇒（修正）事業における 活用のための予算の必要性を
検討している

健康情報のメルマガ発信（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％

➀地域・職域連携の担当者がメルマガを配信することができ
るアドレスをもっている
➁メルマガ登録者を増やすための方策 パートナー企業の登
録制度、商工会議所との連携、過去の健康教育受講者への配
信など がある
③メルマガの配信内容を企画する体制 所内・課内会議や作
業部会など がある
⇒（修正）メルマガの配信内容を検討・確認する体制がある
④メルマガとホームページを連動させて、働く世代向けの
健康情報・イベント情報を周知する工夫をしている
⑤メルマガ配信の担当者 または当番 が決まっている
⑥メルマガ配信の頻度やタイミングを決めている
⑦メルマガの登録者数、配信回数、登録者への調査（満足
度・ニーズ調査）により、事業評価している

オンラインセミナー（オンデマンド配信）（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％
➀企業や働く世代のニーズに合ったセミナー内容を企画・検
討するための体制 所内・課内会議や作業部会など がある
➁オンデマンド配信によるオンラインセミナーを効率的・効
果的に実施するために庁内連携や外部委託 運用全部・外部
講師への依頼 も含めて企画している
③参加企業・働く世代の参加者を募集するための周知方法
健康経営認証企業やメルマガ登録企業、外部機関を通じた
周知など を確立している
④セミナーの目的や内容に応じて、参加者の設定や配信方法
希望者・登録企業への限定配信・不特定多数への常時配信
など を検討している
⑤企画に合わせて動画を作成する体制 担当者自身が作成、
庁内で協力して作成、業者への委託等 がある
⑥作成した動画は、速やかに承認を得て、動画共有サービス

など にアップロードできる体制がある
⑦動画の視聴回数、視聴者の評価やコメントにより事業評価
している

健康関連アプリ（ｎ＝ ） 実施率％ 同意率％
➀組織の事業方針・事業計画に合わせた機能があるアプリ
導入を検討している
➁独自のアプリ開発と既存のアプリ導入の選択にあたり維
持管理を含む費用対効果を検討している
③独自のアプリ開発の場合、アプリの目的や機能を明確に
して委託業者の選定基準を設けている
④既存のアプリ導入の場合、必要な機能を満たすアプリ・
委託業者の選定基準を設けている
⑤アプリのアクティブユーザーを増やすための機能 ポイン
ト制など を設けている
⑥アプリを活用したイベントや健康増進事業を検討 または
実施 している
⑦アプリの周知方法 ホームページ、メルマガ、広報誌、外
部機関を通じて、など を確保している
⑧アプリの不具合や管理・ユーザーからの問い合わせに対
応する担当者を置いている（または外部委託している）
⑨ダウンロード数やアクティブユーザーの人数などにより
事業評価している

地域・職域連携推進事業における 活用チェックリストにおける項目別の回答結果（第 回）
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本研究は令和6年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命延伸につながる地域・職域連携の推進のための研究」
代表者 津下一代（24FA1014) の助成により実施した 。また、発表内容に関して開示すべき COI 関係企業等はない。

目的

演題番号

市区町村における地域・職域連携事業の市区町村における地域・職域連携事業の
実施状況と推進体制の関連

吹田 晋１渡井 いずみ２髙部 さやか２都筑 千景３尾崎 伊都子４横山 徹爾１津下 一代５

１) 国立保健医療科学院 2) 浜松医科大学 3) 大阪公立大学
４) 名古屋市立大学 ５）女子栄養大学

方法

結果

考察

 地域・職域連携推進ガイドラインでは、都道府県や二次医療圏保健所に
おける協議会設置と対策の推進を推奨している。

 住民が利用する健康づくり事業の企画・実施・評価は市区町村の取り組み
も重要である。

 本研究の目的は、市区町村における地域・職域連携事業の実施状況及び
実施状況の関連要因を明らかにすることである。

対象：4都道府県と1政令指定都市が管轄する全市区町村(195)の地域・
職域連携事業の担当者

方法：アンケート調査(Web調査)
調査項目:自治体の概要、地域・職域連携事業の実施状況、推進体制等
解析方法：地域・職域連携事業の実施状況と自治体の特性、推進体制の

関連についてχ2検定を行った。

 半数程度の市区町村において、地域・職域連携事業が実施されていること
が明らかになった。

 自治体種別や所属都道府県によって実施状況は異なり、地域間格差の拡大
が懸念される。

 都道府県が中心となり、担当者や会議体の設置等の推進体制整備の支援を
することで、市区町村における地域・職域連携事業を促進する可能性が示
唆された。

 回答は113市区町村より得られた(回収率57.9%)。回答自治体は、特別区
11(9.7%)、政令指定都市(本庁)3(2.7%)、それ以外の保健所設置市9(8.0%)、
その他の市区町村90(79.6%)であった。

 自治体種別の地域・職域連携事業の実施状況
 実施状況は自治体種別では有意差はなかったが、町と村における地域・

職域連携事業の実施率は低い傾向であった。
 所属する都道府県・政令指定都市間において実施率に違いがあった。

 地域・職域連携事業の実施状況と推進体制
 地域職域連携事業の実施状況には、「地域職域連携推進担当者の設置」や
「働く世代の健康を検討する会議体の設置」が関連していた。

表1. 地域・職域連携事業の全般的実施状況（市区町村別）

特別区/政令・
中核・特例市

市 町 村 合計

積極的に実施
10

(32.2%)
10

(18.2%)
3

(12.5%)
0

(0.0%)
23

(20.4%)

職域から希望が
あれば実施

9
(29.0%)

27
(49.1%)

6
(25.0%)

0
(0.0%)

42
(37.2%)

計画策定・準備は
したが実施機会なし

1
(3.2%)

3
(5.5%)

2
(8.3%)

0
(0.0%)

6
(5.3%)

未実施
11

(35.5%)
15

(27.3%)
13

(54.2%)
3

 (100%)
42

(37.2%)

合計
31

(100%)
55

(100%)
24

(100%)
3

 (100%)
113

(100%)

χ
２
検定　p=0.073

表2. 地域・職域連携事業の全般的実施状況（都道府県別）

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

A
5

(14.7%)
7

(20.6%)
22

(64.7%)
34

B
4

(19.0%)
13

(61.9%)
4

(19.0%)
21

C
8

(22.9%)
17

(48.6%)
10

(28.6%)
35

D
3

(25.0%)
3

(25.0%)
6

(50.0%)
12

E (政令市)
3

(27.3%)
2

(18.2%)
6

(54.5%)
11

合計
23

(20.4%)
42

(37.2%)
48

(42.5%)
113

χ
２
検定　p=0.017

表3. 地域・職域連携推進担当者の配置と実施状況

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

担当者あり
(兼務)

18
(28.6%)

25
(39.7%)

20
(31.7%)

63

担当者なし
5

(10.0%)
17

(34.0%)
28

(56.0%)
50

χ
２
検定　p=0.012

表4.働く世代の健康を検討する会議体の有無と実施状況

積極的に実施
職域から希望が
あれば実施

未実施 合計

設置あり
12

(42.9%)
12

(42.9%)
4

(14.3%)
28

設置なし
11

(12.9%)
30

(35.3%)
44

(51.8%)
85

χ
２
検定　p＜0.001
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